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停滞期の産業再編と企業の技術効率性
-1965- 79年日本紡績業の事例-
是　永　隆　文
Ⅰ　はじめに
本論文の目的は1965-79年における日本の紡績業の生産性および技術効
率性を測定し,その決定要因を明らかにすることにある｡
紡績業はかつて日本の代表的な輸出産業であったが,戦後,高度経済成
長と重化学工業化が進展する中で徐々にその地位を低下させた｡また60年
代の発展途上国の繊維産業の台頭, 70年代の変動相場制移行により,国際
競争力は大きく低下した｡更に,石油危機によるエネルギー価格高騰がこ
れに続いた｡経済環境の変化に対応して,紡績会社は人員の削減や新原
料･新技術の導入などの合理化･近代化を推し進めたが,生産縮小や設備
削減,工場閉鎖を回避することはできず,一部の会社では事業転換や生産
拠点の海外移転が進んだ｡この間,国際競争力の維持･回復と他の産業の
資源移動の円滑化を目指した様々な政策が実施された｡この時期の紡績業
の生産性･技術効率性を企業レベルで測定すること,これが本論文の課題
である｡
企業別の生産性･技術効率性の測定は少なくとも2つの点で重要であ
る｡まず当時の紡績業では市場退出や設備削減,工場閉鎖が相次いで生じ
たが,その性質を明らかにするためにはこれらの企業行動を生産性に基づ
く意思決定として考察する必要がある1)｡第二に,紡績業に対する一連の
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政策支援の経済学的評価のためにも,生産性の情報は不可欠である｡この
時期の繊維産業政策を取り扱った研究は既に数多く存在するが,その大半
は政策の制度的側面や産業レベルの経済指標に基づく考察にとどまり,企
業レベルの生産性にまで踏み込んで考察した研究は見当たらない21｡
Terasawa and Gates (1994)は,構造不況産業(Troubled Industries)
に対する公共政策を評価するための理論的フレームワークを提示し,厚生
評価の基準として,生産物市場における技術効率性,配分効率性,消費者
余剰および生産者余剰の4つを挙げている｡このうち技術効率性と生産者
余剰を測定する際に,本論文で測定する企業別の生産性･技術効率性が必
要となる3)｡
この時期の繊維産業の生産性を測定した研究は既に幾つか存在する｡そ
こでは停滞期には資本･労働の固定性の程度や稼働率の水準が生産性を大
きく左右することが指摘されている(Nakamura (1992), Nakajima,
Nakamura andYoshioka (1998) , Okazaki and Korenaga (2001))｡こ
の点はこの時期の紡績業も例外ではないだろう｡しかし,この時期の経済
環境の著しい変化と企業･政策当局の対応をみる限り,大きな技術変化が
生じている可能性も高い｡例えば,日本紡績協会(1979, 1982)や通商産
業省(1977, 1984)はこの時期に労働生産性の改善,設備の近代化が大き
く進展したことを指摘している｡更に,紡績業は規模格差･技術格差が著
しいため,技術効率性の程度も企業間で大きく異なることが予想される｡
そこで本論文では技術変化や技術効率性の決定因を明示的に考慮した上
で生産性を測定する｡具体的には,Algner, Lovell and Schmidt (1977)
およびMeeusenandvandenBroeck (1977)によって開発された確率生
産フロンティア･モデルを,企業別パネル･データに基づいて推定する｡
まず推定された生産フロンティアの形状から技術変化の特徴を明らかに
し,次いで全要素生産性の変化率を規模の経済性,技術変化,技術効率性
の三つに要因分解する｡更に,技術効率性の決定因を明らかにする｡
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企業別パネル･データは日本紡績協会が作成した『紡績事情参考書』
(以下, 『紡績事情』と略する)を利用した｡この統計を用いる利点は3
つある｡第1の利点は『紡績事情』は調査対象を会員企業に限定している
ものの,個別事業に関する詳細な統計が利用できることである｡通常,紡
績会社は紡績･織物･撚糸･加工･二次製品･合成繊維製造など複数の繊
維事業を営んでおり,しかも各事業は要素集約度,適正生産規模の面で大
きく異なる｡これらの事業内容の違いを無視して測定を行なえば生産性の
変化を見誤る恐れがある｡また事業単位の測定は市場の定義との対応付け
も容易であるため,生産物市場の厚生評価にも利用できる｡第2の利点は
生産性の測定を大きく左右する生産量･投入量の内訳や稼働率のデータが
利用可能なことである｡第3の利点はサンプルの代表性にある｡紡協は紡
績業界を代表する業界団体であり,会員企業の市場シェア合計も全体の6
-7割に達するため,紡績会社の代表的なサンプルとしても差し支えない
だろう4)｡
なお,生産性の測定はモデルの特定化に大きく左右されるため,本論文
では以下の5つの点に配慮して測定を行なった｡まず,技術効率性に分散
不均一性が確認されたため, Caudill et al. (1993, 1995)が提唱する技
術効率性に乗法的分散不均一性(multiplicative heteroskedasticity)を
仮定したモデルを採用した｡このモデルのもう1つの利点は,技術効率性
の分布パラメータを外生変数の関数と仮定することにより,その決定国を
特定化できる点にある｡具体的には,企業規模,新原料･新設備の利用,
資本集約度,雇用構成,その他の繊維事業の有無,操業年数などを決定因
として用いた｡第2に,生産量を集計する際に,各企業の製品構成の違い
と新製品出現の影響を捉えるため, Kloek (1967)とDiewert (1980)
が提唱する｢理論的に正しい(theoretically correct)｣ Fisher理想数量指
数を用いた｡第3に,生産要素の固定性や稼働率水準の影響をコントロー
ルするため,稼働率を用いて労働･資本ストックのフロー換算を行なっ
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た｡第4に,生産フロンティアの大域的形状を確認するため,単調性,準
凹性および規模の経済性に関するテストを全観測点で行なった｡最後に,
構造変化が生じている可能性があるため,期間を分割した推定も行なっ
た｡
本論文の構成は以下の通りである｡ Ⅱで当時の紡績業の概要を述べる｡
Ⅲで先行研究を整理した後,モデル,分析方法およびデータを解説する｡
Ⅳでは推定結果を検討する｡最後に今後の課題を述べて結論に代える｡
Ⅱ　紡績業の概要5)
1　生産･設備の縮小
紡績業はかつて日本の代表的な輸出産業であり,工業部門においては生
産･雇用面でも重要な地位を占めていた｡しかし, 50年代半ば以降の高度
経済成長と重化学工業化の進展により一般賃金水準が上昇し,慢性的な労
働力不足が発生すると,経済全体に占める相対的地位は次第に低下した｡
60年代に入ると紡績業は需要の停滞と価格低下にしばしば直面し,その傾
向は70年代に本格化した｡図1によると,紡績糸の生産量は70年代初めを
境に減少傾向に転じている｡また運転可能な生産設備も70年代半ばに減少
に転じている｡しかし,運転不能分と使用停止分を含めた総数は既に60年
代半ばから減少傾向にある｡
この背景には60年代に発展途上国の繊維産業が国際市場に台頭したこ
と,そして70年代初頭の変動相場制移行後に円高が進展したことがあっ
た｡紡績業の国際競争力は低下し,繊維製晶の輸出入収支は悪化の一途を
たどった｡天然繊維の輸出生産比率は60年代の30%超から70年代の20%弱
へ次第に低下し,合成繊維も緩やかに低下している｡輸入生産比率は60年
代後半の数%から, 80年代初頭には天然繊維が20%台,合成繊維も10%台
に上昇した｡その結果,輸出入収支は徐々に悪化し,天然繊維の競争力指
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図1　生産･設備･輸出入の推移
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出典:是永(2004),図1から転載.通商産業省『繊維統計年報』および『繊維需給表』から
作成.
備考:(1) ｢生産｣は紡績糸の生産高である｡その内訳は表1の備考(2)(3)を参照せよ｡
(2) ｢設備(運転可能数) ｣は紡績用精紡機の運転可能錘数である｡また｢設備(総数) ｣
はこれに運転不能分と使用停止分を加えたものである｡
(3) ｢輸出比率｣, ｢輸入比率｣および｢競争力指数｣は『繊維需給表』から作成した｡
その定義は以下の通り｡
輸出比率-輸出/生産,輸入比率-輸入/国内需要,競争力指数- (輸出-輸入)
/ (輸出+輸入)
ここで輸出,輸入,生産,国内需要はいずれも糸･織物･二次製品の合計である｡
(4) ｢天然繊維｣の内訳は綿糸,毛糸および麻糸である｡また, ｢化学繊維｣の内訳は
合成繊維糸(短繊維),スフ糸(ビスコース)およびアセテート糸である｡
(5) ｢生産｣は年間生産量, ｢設備｣は年末値である｡また, ｢輸出比率｣, ｢輸入比率｣
および｢競争力指数｣は5年移動平均である｡
数は60年半ばの90%台から急落して73年にマイナスに転じ, 80年代前半
に-30%を越すに至っている｡化学繊維も60年代末の90%台から緩やかに
低下し, 80年代末にはマイナスに転じている｡
同じ傾向は紡協の会員企業からも確認される｡表1は紡協会員企業の紡
績糸生産高,設備,従業員数および会社数の推移である｡生産高合計は70
年代前半を境に減少傾向に転じている｡精紡機の運転可能錘数は75年代半
ばから減少し始め,長期格納分,運転停止分および運転不能分を含めた場
表1　紡協会員企業の事業活動
期間 冉??Y?蝌ﾘ"?剞ｸ紡機錘数 剌]業員数 劔エネルギー消費高 劔会社数 A妻 劔??ﾘ?Eﾂ?i納等 を含む ?ｨ?ﾇb?乱ｫ従業員 劔6I|ﾒ?ﾎ炭 偬Ioｲ?Jロリー換算 
棉 ??B?≡@ ?ｸ,ﾈ42?儂Izb?N齢 仂??D?B?
1960-64 鼎??綯?470 ??9 ??,746(15.74) 唐ﾃ??83(0.17) 塔b??0.5 釘??,246 ??10 ?ﾃ3?ッ縱2?137 
66-70 都ヲビ??469 ?#B?93 ??,331(ll.83) ??#C?97(0.12) 塔??19.9 ?紕?,077 迭?0 迭ﾃC?ッ繝r?109 
71-75 塔?モ絣?451 涛b?52 ??,692(12.09) 辻?7(0.ll) 都2綯?1.8 ?纈?,544 ? 澱ﾃ#3"ビ縱ｒ?5 
76-80 都?モ??400 田?240 ??,907(12.56) 辻?7(0.08) 都??24.0 釘纈?,413 剴Rﾃ?"モ?B?86 
81-85 田s?偵??64 田"?42 ??,254(12.31) ?42(0.06) 田b綯?4.9 迭紕?,305 剴RﾃcCｃゅC"?74 
86-90 鉄ヲ????58 鉄2?75 釘?,943(ll.78) ?2(0.05) 田R紕?5.4 迭纈?,102 ? 迭ﾃ??ゅsB?59 
単位:千トン(糸生産高),千錘(精紡機),千人(従業員数),百万kW (電力),千トン(石炭),千m (重油),十億kcal (カロリー換算)
出典:日本紡績協会『紡績事情参考書』から作成.
備考:(1)調査対象部門は1960-64年は綿紡績事業のみであったが, 66-70年は第1区分(綿坊にスフ紡,合繊紡および特紡を加算)と第4区分
(従来の無登録設備)に拡大された｡更に,精紡機については71-75年以降は登録区分の廃止により綿人繊紡績用設備に変更された｡
(2) ｢紡績糸生産高｣は年間生産量の5年平均である｡そのうち綿糸,スフ糸,合繊紡績糸は純糸と混紡糸の合計であり,綿糸には落綿糸
が含まれる｡
(3) ｢精紡機｣は年末値の5年平均である｡ ｢運転可能｣は運転可能錘数, ｢格納等を含む｣はこれに長期格納,運転停止および運転不能錘
を加えた総錘数である.なお66-70年の｢格納などを含む｣は66-68年の3年平均である｡
(4) ｢従業員数｣の｢合計｣は月末在籍人数の5年平均であり,女性従業員の｢比率｣は従業員に占める女性の割合(%)である｡ただ
し, 60-64年の比率は工員に占める割合であり, 86-90年の比率は86-87年の2年平均である｡ ｢年齢｣と｢勤続年数｣は9大紡績会社
の一般社員･女性の平均年齢および平均勤続年数の年末値の5年平均である｡ただし, 69年までは紡績工場従業員のみ, 70年以降は他部
門本社等の全部門が対象である｡そのため66170年値は66-69年平均とした｡
(5) ｢エネルギー｣は年間消費量の5年平均である｡ ｢カロリー換算｣は資源エネルギー庁『エネルギー統計』の各年の平均発熱量を用い
て換算した｡
(6) ｢会社数｣は年末値の5年平均である｡
(7)紡績糸生産高の( )内は1社当り生産量であり,精紡機,従業員数およびエネルギーの( )内は生産1千トン当りの投入量である｡
(8) ｢-｣はゼロを示す｡
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合は60年代半ばから減少傾向にある｡更に,従業員数･会社数は一貫して
減少している｡
生産の停滞･縮小,競争力の低下に対応して,技術面･事業面で少なく
とも5つの変化が生じた｡まず, 60年代半ば以降,天然繊維から合成繊維
-の原料転換,いわゆる｢複合繊維化｣が進んだ｡表1の生産内訳による
と,綿糸･スフ糸は60年代後半から減少し,これに代わって合繊紡績糸が
増大している｡ただし,合繊繊維も70年後半には減少に転じている｡
第2に,設備の近代化が急速に進められた6)｡表2に紡績部門における
設備近代化関連の投資額の推移を示した｡投資実績は年間54億-260億円
にのぼり,特に60年代後半から70年代前半にかけて集中している｡工程別
では精紡工程と捲糸工程にそれぞれ2-3割が充てられており,この2つ
の工程だけで全体の5-6割を占める｡その主な目的は工程の省略･連結
による自動化,設備それ自体の大型化,そして高速化に対応した品質維持
の3点であった｡表3に精紡工程付近の新規設備の導入および設備改造の
主な内容を示した｡例えば,ハイドラフト方式は精紡の前二1二程である租紡
工程の1工程化,スーパー･ハイドラフト方式は租紡工程そのものの省略
表2　紡協会員企業の紡績部門における設備近代化関連投資の推移
年　　　　1968　1969　1970　1971 1972　1973　1974　1975　197() 1977　1978　1979　1980
旦些
合計　　　15,672 ll,066 18,005 19,307 16,49() 25.650 17,446 ll,542 ll,077　5,461 8,704 17,224 1O.575
工稚別割合
合計
混打綿
枕綿
コ一一マ
練篠
租紡
精紡
捲糸
撚糸
搬送他
空調
合計
単位:100万円, %
出典:日本紡績協会『紡績事情参考書』 ｢紡績部門設備近代化工程別投資額｣から作成.
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表3　精紡工程付近の新規設備の導入状況
技術の内容･機械の名称　　　　　　1965　66　67　68　69　70　71　72　73　74　75　76　77　78　79　80　81　82　83　84　85
自動化(工程省略)
ハイドラフト方式　　　　　　　　　88.0　89.2　87.2　88.6　85.5　88.9
スーパー･ハイドラフト方式　　　12.0 10.8 12.8 ll.4 ll.7 ll.1
自動化(工程連結)
連続自動紡績　混打線十枚棉
棟綿+練条
混打線+枕棉+練条
自動化(搬送)
篠巻-精紡
精紡管糸-捲糸
空木管-精紡
自動化(その他)
満管自動停止装置
オート･ドッファー
走行･クリーナー(注1)
自動変速
大型化(ラージ･パッケージ化)
リング径　51mm以上
48mm以上
1)フト　　7.5inch以上(亨主2)
9.8 12.9 16.7 18.8 19.6　20.5　22.1 27.6　32.2　39.3　40.6　43.1 43.4　45.8　47.8
0.2　0.8　0.8　0.8　　-　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一
3.2　3.5　3.5　2.5　2.2　2.4　2.6　2.7　2.7　3.3　3.7　4.2　4.9　4.6　4.5
-　4.0　6.0　1.5　1.9　1.9　2.2　1.9　1.7　1.7　2.3　2.1　2.2　2.8　3.0
- 10.0 16.0　7.6　8.7　7.7　8.7 10.6 10.8 13.8 13.9 14.8 15.5 16.8 17.4
-　9.0 13.0　8.2 10.3 10.8 ll.2 12.3 13.0 18.5 19.5　21.4　24.0　25.5　26.3
50.1 56.4　60.3　64.0　72.5　74.9　67.9　70.3　75.7　76.4　74.7　75.8　76.0　78.2　79.3　85.8　85.2　85.0　85.7　84.9　85.9
-　2.9　7.8 19.5　30.8　34.3　35.8　37.0　37.9　41.3　42.1 42.6　42.6　45.2　45.7　51.2　50.1 53.8　53.7　56.0　58.2
33.0　38.4　42.3　52.g　60.4　63.3　46.5　58.9　66.7　69.8　67.6　72.6　71.5　72.7　72.5　77.7　77.2　80.2　80.6　81.4　79.5
-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　1　　-　53.7　58.1 59.7　58.3　60.2　59.7　58.8
1.3　2.2　2.2　　1　2.3　1.3　2.5　2.3　2.7　1.9　3.2　4.3　5.0　5.1　5.7　6.2　　1　　-　　-　　1　　-
-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　　-　22.0　22.7　23.2　24.8　24.7　24.6　24.8
ll.2 15.2 12.3 14.0 14.4 13.0 14.7 18.8　20.3　21.2　22.5　24.0　23.6　24.5　25.1 29.9　30.3　32.2　32.6　33.0　33.9
品質維持
ベアリング(注3)　　　　　　　　17.6　22.0　28.2　24.5　41.2　45.6　56.0　54.2　61.2　62.4　67.0　70.5　71.0　73.7　77.0　87.0　86.5　86.1 85.8　90.0　90.9
ペンデュラム･アーム(注4)　　10.5 13.1 17.5　22.0　29.6　32.8　38.4　46.0　50.1 50.5　59.3　60.0　62.1 67.2　70.4　77.4　79.9　82.9　82.7　84.2　86.1
ゴム･エプロン　　　　　　　　　　　23.9　33.9　44.1 49.2　58.5　63.3　66.8　68.1 70.3　72.3　74.0　76.0　78.9　82.5　86.1 90.4　　-　　-　　-　　-　　-
単位:%
出典:日本紡績協会『紡績事情参考書』 ｢設備近代化状況｣から作成.
備考:パーセンテージは稔保有数に対する割合を示す｡ ｢-｣は数値なし｡
(注1) 81年以降は｢ブロークリーナー｣.
(注2) 72年以前は｢8inch以上｣.
(注3) FBRベアリング.
(注4) 81年以降は｢トップ･アーム方式｣.
??
????? ??????
停滞期の産業再編と企業の技術効率性　　75
化を実現した｡連続自動紡績法は混打･穂綿･練条の工程間を直結して自
動制御するものであった｡更に,中間財(篠巻),製品(精紡管糸),搬送
用器具(空木管)の搬送や交換も自動化の対象となった｡また機械の主要
部分(リング,リフト)の大型化も進められた｡自動化･大型化は必然的
に高速化を引き起こし,製品の品質維持が問題となったため,精紡機の主
要部分に改良が加えられた｡例えば,精紡機のローラー周辺にはベアリン
グやペンデュラム･アーム,ゴム･エプロンが採用された7)｡
第3に,設備の近代化は労働節約的･エネルギー集約的な技術変化を引
き起こした｡表1によると, 60年代後半以降,労働(従業員)の生産千ト
ン単位当り投入量は一貫して増加し,逆にエネルギー(カロリー換算)の
単位当り投入量は一貫して増加している｡これは人員の削減,いわゆる
｢省力化｣がエネルギーと代替する形で進められたことを意味する｡な
お,エネルギー集約度の上昇は石油危機によるエネルギー価格高騰の影響
を増大させたと思われるが,表1からはエネルギー節約的な技術変化は確
認されない｡
第4に,紡績業特有の若年女性の短期雇用が崩壊し始めた｡表1による
と,女性従業員の比率は80年代後半まで一貫して減少し,平均年齢と平均
勤続年数も上昇した｡この背景には女子の高学歴化と出生率の低下によ
り,若年女性の確保が困難になったことがある｡
最後に,紡績以外の繊維事業,そして非繊維事業の積極的な展開がみら
れた｡表4によると,紡協会員企業のうち川下工程にあたる撚糸･織布
(綿スフ合繊)を3割弱～4割超,メリヤス･レース等の繊維二次製品を
1-3割,染色や漂白などの加工事業を1割強が営んでいる｡また川上工
程にあたる化学繊維製造に進出している会社も10社前後あり,その大半は
東洋紡,呉羽紡,鐘紡などの大手紡績である｡更に,大手紡績の中には繊
維事業のみならず,化学製品･食品･化粧品等の非繊維事業-進出した会
社もあった8)｡また一部の大手紡績は既に50年代から対外直接投資を行
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表4　紡協会員企業の繊維関連事業の展開
事業名 ?田YD?1970年 ?都YD?1980年 ?塔ID?
紡績.撚糸.織布(棉.ス7. 合成繊維) ?#R????103(100.0) 涛2????84(100.0) 都"????
紡績 ?#R????103(100.0) 涛2????84(100.0) 都"?ｦ???
撚糸 鉄rイR綯?45(43.7) ??32??25(29.8) ??#r繧?
織布 ?b?ゅｒ?8(27.2) ?b?ゅ??4(28.6) ?2??鋳?
化学繊維製造 ??ゅ??0(9.7) 牝??繧?9(10.7) 唐?ﾂ??
ス7.人絹 湯ビ??9(8.7) 湯ヲ縒?7(8.3) 迭ッ纈?
合成繊維 澱ィ繧?8(7.8) 途ビ絣?6(7.1) 迭ッ纈?
エステル.ナイロン. アクリル 釘???4(3.9) 迭コ紕?3(3.6) ?ィ??
生糸 ??繧?2(1.9) ????1(1.2) ??紕?
紡織.撚糸.織布(その他天然 繊維) 紡績.撚糸 ?b??ｒ?6(15.5) ?B?R??10(ll.9) 唐?ﾂ??
25(20.0) ?b?R絣?ー4(15.1) 湯??r?7(9,7) 
織布 澱ィ繧?7(6.8) 途ビ絣?5(6.0) 迭ッ纈?
各種繊維製品 ?b?"繧?18(17.5) ??3"??21(25.0) ?茶#b紕?
メリヤス 牝?ゅ??3(12.6) ?b?ゅ??7(20.2) ?R??ｒ?
レース ????4(3.9) ????1(1.2) ??紕?
漁網 ??繧?1(1.0) ?ｲ?苒?1(1.2) 白?紕?
縫製 釘???4(3.9) 迭コ紕?3(3.6) ??紕?
カタン糸 釘???6(5.8) 迭コ紕?3(3.6) 釘コ綯?
加ーL ?ｃ?紕?16(15.5) ?R?b??10(ll.9) ???纈?
その他 唐ッ紕?12(ll.7) ?B?R??12(14.3) 唐?ﾂ??
全体 ?#R?03 涛2?4 都"?
単位:杜, %
‖典:足永(2004),衣5から転載.日本組織協会『紡続■け｢rSJ-参考吉』 ｢全Ikl紡輯会社所在地資本金及錘数
･覧表｣から作成.
備考:(1)各年末の当該事業を営んでいる会社数を示した｡ ( )内は全体に{7-める割合であるo
(2)各事業のイ1'撫は･次資料の分勅に準拠して繊維生産設備の保郁夫況に基づいて判断した｡⊃
その'定義は以卜の通りであるo
糾頼･撚糸･織布(棉･スフ･合成繊維)
紡績:精紡機(65年は第1区分または第41*.分, 70年以降は綿人繊)
撚糸:撚糸機　　　　　　織布:織機
化学繊維製造
スフ･人納:スフ(ビスコース,アセテート),人糾
合成繊維:エステル,ナイロン,アクリル,ビニロン等
生糸:製糸機
紡績･撚糸･織布(その他人然繊維)
紡積･撚糸: (枕毛･紡毛)枕毛機,撚糸機､純毛機, (絹)紺紡機､紬糸機､撚糸機,
(蘇)麻紡機､撚糸機, (刺)和紡機
織布: (七)毛織機, (糾人絹)絹人縄織機, (麻)麻織機
各種繊維製品
メリヤス:稚編機.丸舶機,横舶機,ミシン　レース:刺繍機, 1)バレース横､ラッセル
漁網:蛙股,無結節　　　　　　　　　　　　縫製:ミシン,就断機(電気　プレス)
カタン糸:コーン捲機､綾巻機､駒巻機
加T_:原綿染機､精練漂白､糸染織,ギヤー､精練糟､漂山糟､連続精練機､連続漂白機､ジッ
カー､ウインズ､連続染色機､日動スクリーン捺染､根株捺染機,織物繋坤,シルケッ
ト､サンフォライズ､樹脂加t､起毛機､ヒートセット(糸･布)
その他:長繊維板撚機､不織布設備､タフテイング､タイヤ織機､コード撚糸檎
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なっていたが, 70年代半ば以降この動きは一層加速し,生産拠点の海外移
転が進んだ｡
2　製品価格･生産要素価格の推移
続いて,製品価格･生産要素価格の推移をみてみよう｡図2と図3に紡
績糸と長繊維糸の名目･実質価格の推移を示した｡綿糸･スフ糸の名目価
格は70年代初頭まで上昇し,第一次石油危機の時期に乱高下した後, 75年
以降は緩やかに上昇している｡しかし,実質価格は石油危機の前後を除い
て低下基調にあり, 20年間で20%以上下落している｡またポリエステル･
アクリル紡績糸の価格は名目･実質ともに下落基調にあり,特に実質価格
は60%近く下落している｡紡績糸価格の長期的下落は生産縮小や設備削
減,工場閉鎖を後押ししたと考えられる｡
ただし,紡績糸価格の低下は繊維原料価格の変動を一部反映している｡
図4に天然･合成繊維原料の名目価格の推移を示した｡綿花(輸入)とス
フ綿は既にみた綿糸･スフ糸価格をほぼ踏襲している｡アクリル短繊維は
図2　天然･合成絶維糸価格の推移(名目)
LL)　く○　トー　CO O)　0 .rl N　の　寸　LL)　くD　卜･　の　C)　0　▼･　Cq　の　寸　LL)
く○　く○　く8　く○　く○　トー　ト■　トー　ト.　トー　トー　トー　トー　トー　ト■　CO CO Q CO　の　の
か　の　01　0)　O)　O)　O)　の　O)　O)　O)　O)　の　O)　O)　0)　の　の　O)　O)　Cb
r I l■~　　▼-　　T-　　▼■■　　1-　　r　　▼~■　　T-　　1■■　　▼■■`■　　▼■　lT-　　Y-　　▼■　　▼-　　▼-　　1■■　　Y-　　▼■
年
一〇一綿糸　　　　　-1トスフ糸　　　　　　　｣ユーーポリエステル紡練糸
-うーア?lJル紡績糸　一一一一ポリエステル長繊維糸一一一ナイロン長繊維糸
出典:日本銀行『物価指数年報』各年版.
注: 1965年-100.
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図3　天然･合成繊維糸価格の推移(実質)
LL)　くp　卜■　CO 0)　⊂) .I-　N O　寸　LL)　くロ　ト■　CO　の　O　▼-　Cq CT)　寸　IL)
く○　く○　く○　く○　くロ　ト_　卜.　トー　トー　ト.　卜_　卜_　トー　ト.　卜_　CO CO　の　CO CO CO
の　O)　07　0)　の　O)　O)　の　の　O)　O)　の　O)　0)　O)　O)　O)　0)　O)　O)　O)
▼-.■　　▼■■　　▼■-　　▼■　　▼-　　r　　▼-　　▼-　　▼-　　▼-　　T-　　▼-　　▼-　　▼-　　▼■~　　ー　　▼-　　1■~　　▼-　　▼~　　▼-
年
-くー綿糸　　　　　　一一☆-スフ糸　　　　　　一一一｣-ポリエステル紡績糸
･-うーア?[ノル紡績糸　　+ポリエステル長繊維糸+ナイロン長繊維糸
出典:図2と同じ.
注: 1965年=100.
備考:卸売価格指数をGDPデフレーター(1965年-100)で実質化した｡
図4　天然･合成繊維原料価格の推移(名目)
出典:図2と同じ.
汁: 1965年=100.
安定しているが,ポリエステル短繊維は20年間で50%も下落している｡図
5の実質価格は石油危機の前後を除いて低下基調にあり,天然繊維で40%
前後,合成繊維で70-80%下落している｡
その他の生産要素の価格は石油危機の前後で対照的な動きをしている｡
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図5　天然･合成繊維原料価格の推移(実質)
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一〇一綿花 一一｢一一スフ綿.一･一｡ーポリエステル短繊維-うーアグJJレ短繊維
出典:図2と同じ.
注: 1965年-100.
備考:卸売価格指数をGDPデフレーター(1965年-100)で実質化した｡
図6　資本費用,賃金およびエネルギー価格の推移(名目)
絵　巻　5　窃　$　R F: 2　2　g　だ　g k　だ　2　第
の　　の　　の　　0)　　0)　　O)　　0)　　O)　　O)　　の　　O)　　0)　　0)　　O)　　0)　　0)
T-　　　1-　　　　T~　　　▼~~　　　lrlr'　　　T-　　　▼■　　　　▼■　　　　▼~　　　1-　　　▼■■　　　　▼~　　　　▼■■　　　▼-　　　　▼■　　　　▼■
年
-精紡機　　　.一･一-資本費用　　.---生産労働者(女)
-生産労働者(罪)うー原油　　　　　一一一ロー大口電力
出典:日本銀行『物価指数年報』,労働省『毎月勤労統計調査』.
汁: 1965年-100.
備考:(1)精紡機,原油,大口電力は卸売価格指数を用いた｡賃金は紡績業(洩模計)の生産
労働者の月間現金給与総額の年平均値である｡
(2)資本の使用費用はLH近･油井(2000)に基づいて計算した｡詳細は本文の脚注9を
参照のこと｡
? ? ? ?? ? ??? ??? ? ???????? ? ?? ??? ? ?? ?? ? ? ?? ? ? ?? ? ????? ? ??????? ?
80
図7　資本費用,貸金,エネルギー価格の推移(実質)
-精紡機--資本費用 坪耳耳耳自?蝎┼:ﾘ?飲r?
-生産労働者(男).-.サー原油 辻籐?ﾏｹ6I|ﾒ?
出典:図6と同じ.
注: 1965年-100.
備考:(1)図6の備考(1)(2)を参照｡
(2) GDPデフレーター(1965年-100)で実質化した｡
図6と図7に資本費用,貸金およびエネルギー価格の推移を示した9)｡ま
ず資本費用は石油危機の直後に50%近く上昇した外は安定しており,実質
では横やかに下落している｡名目賃金は65年から80年まで急激に上昇して
いるが,実質貸金は73年の石油危機まで上昇した後,急速に鈍化してい
る｡対照的に,原油価格は70年代初頭までほぼ安定していたが, 74年に3
倍に跳ね上がり,第二次石油危機の際も上昇している｡電力価格も74年に
上昇に転じている｡同じ傾向は実質価格でも確認される｡要約すれば,紡
績業は70年代前半までは貸金上昇に直面していた｡しかし,第一次石油危
機を機に賃金の伸びは止まり,それに代わってエネルギー価格の高騰に見
舞われるようになった｡資本費用は緩やかな低下傾向にあった｡このよう
な要素相対価格の変化は,技術進歩の方向性を大きく規定したと考えられ
る｡
?
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3　構造調整援助政策の実施
上述の企業側の自助努力と並行して,様々な政策が断続的かつ広範囲に
わたり実施された｡これら一連の政策-ここでは構造調整援助政策とよ
ぶ-は相反する2つの政策目標を持っていた｡ 1つは国際競争力の維持･
回復であり,もう1つは繊維産業からの撤退,すなわち他の産業への資源
移動を促進することであった｡構造調整援助政策は,その規模と範囲から
判断する限り,企業行動や生産性に少なからず影響を与えたと考えられ
る｡
まず構造調整援助政策の性格は70年代半ばを境に大きく変化した,この
点が重要である｡政策目標に関しては, 70年代半ばまでは国際競争力の維
持･回復と資源移動の円滑化の両方を追求していたが,その後は後者に大
きな比重が置かれた｡また,政策手段の面では, 70年代半ばまでは大規模
な資金に支えられた構造改善事業,競争抑制的な競争政策,そして企業間
の公平性を重視した設備廃棄政策から構成され,総花的な傾向が強かっ
た｡個々の政策の誘因が異なっていたため,その効果は互いに相殺され
た｡これに対して, 70年代半ば以降は利用率の低い構造改善事業,競争促
進的な競争政策,企業の自主性を重視した設備廃棄政策,そして機能的か
つ包括的な地域対策･労働対策が採用された｡政策の誘因もほぼ整合的で
あり,政策と市場の競争圧力の両面から資源移動が促進された｡
なお,是永(2004, 2005)によれば,紡績会社の参入退出行動や設備投
資･削減行動もまた70年代を境に大きく変化しており,政策変更の影響は
大きかったと考えられる｡従って,次節以降の分析の際もこの点を踏まえ
た時期区分を行なう必要がある｡
次に,一連の政策のうち生産性･技術効率性の測定と関連して特筆すべ
きなのは構造改善事業である｡構造改善事業は2度にわたって実施され
た｡ 67-73年の旧構造改善事業では設備の近代化,生産･経営規模の適正
化が目標として定められ,助成手段として開銀の融資枠が充てられた｡設
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備近代化の具体的な目標として労働生産性の向上,紡績工程の自動化･連
続化･省力化などが掲げられ,適正な生産･経営規模は5万錘以上とされ
た｡これに対して, 74-79年の新構造改善事業は新商品･新技術の開発,
知識の集約化を目的とする異業種間のグループ形成に目的が置かれ,助成
手段として中小企業振興事業団,中小企業金融公庫,開銀の各融資が用意
された｡
当時の政策当局と紡績業界の見解によれば,旧構造改善事業は設備の近
代化と労働生産性の向上という点である程度の成果を挙げたといわれる｡
これに対して,新構造改善事業は異業種グループなどを対象としていたた
め利用しづらく,その利用率は全体的に低かったといわれる｡時期によっ
て効果の違いはあるものの,構造改善事業は各企業の経営規模,生産技
柿,事業内容を操作目標として定め,直接働きかける政策であった｡また
対象業種に属する全ての企業に対して実施された｡従って,企業間の生産
性･技術効率性の格差を縮小する方向に働いたと考えられる｡
Ⅲ　全要素生産性,技術効率性の測定
1　先行研究の整理
繊維産業が停滞産業の典型例ということもあり,この時期の日本の繊維
産業の生産性を測定した研究は既に存在する｡その幾つかは停滞期に特有
な生産性の決定因に着目している｡例えば, Okazaki and Korenaga
(2001)は1950年代の毛紡績業をとりあげ,稼働率を明示的に考慮した
トランスログ型費用関数を企業別パネル･データに基づいて推定した｡そ
の結果,原料の輸入制約と設備の増設規制が存在する下では規模の経済性
や輸出実績よりも稼働率がTFP成長率を大きく規定していたことを示し
た｡またNakamura (1992)は成長産業の例として電気機械産業,停滞
産業の典型例として繊維産業をとりあげ, 1960-85年の産業集計データに
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基づき,調整費用を考慮した動学的要素需要モデルを三段階最小二乗法に
より推定した｡その結果,電気機械産業と対照的に繊維産業では資本と労
働の間で調整費用が大きく異なること,資本では強い固定性が観察される
のに対して労働の固定性は弱いこと,そして調整費用が可変費用に占める
割合が相対的に大きいために短期的なストック調整が困難なことを明らか
にした｡ Nakajima, Nakamura and Yoshioka (1998)は生産性測定の障
害となる説明変数間の多重共線性を克服する手法を開発した上で,工業統
計の事業所規模別のグループ･データに基づき, 1964-88年の製造業18種
の規模の経済性と技術変化を測定した｡その結果,多くの業種において規
模の経済性は事業所間の生産性格差の決定因として相対的に重要である
が,繊維,秩,非鉄金属,石油製品,鉄鋼では規模に関する収穫一定の存
在を棄却できないことを示した｡彼らはその理由として,これらの業種が
いわゆる構造不況業種であり,大規模事業所ほど稼働率が低いことを挙げ
ている｡
他方,繊維産業の企業･事業所別の技術効率性の測定は,途上国･新興
工業国を中心に数多く行なわれている｡表5に先行研究の結果を要約して
掲げた｡生産関数や技術効率性の分布に関する仮定,生産物の定義などが
異なるため正確な比較は難しいが,大まかな傾向を述べると,まず技術効
率性の分布範囲は様々であり,平均値も30%台から70%台と異なる｡この
理由としては,一般に技術効率性が低いと考えられる中小･零細企業が分
析対象に含まれるか否か,そして産業内の技術普及の程度が国･時期によ
り異なることなどが考えられる｡また,技術効率性の決定因として規模,
操業年数,資本労働比率,労働者の構成,技術導入･技術受容能力の有
無,研究開発,輸出,資金調達手段,企業間関係,経営組織の違いなどに
焦点が当てられている｡このうち規模と操業年数が与える影響については
結果が分かれている｡資本労働比率は途上国でプラス,新興国･先進国で
はマイナスの効果が観察されている｡労働者構成のうち性別の影響は結果
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表5　先行研究の結果要約
企業サンプ
柑(…版年)　lEl　　業椎　　時期　数･地ル･サ1･･-#:関数　蓋宝物の1-･#･要素の定義
域数　　イズ
Hlll&Kalirajan(1993)壬ンドネシ　縫製　198,, 225榊　-トランスログ　生産量　警告･,レ讐･原料十
Kong,Marks&Wan(1997)　中川　　繊維(Fq常) 1990-94　na lO4　トランスログ　付加価偵　資本.労働
･aymaz&saatcl(1997)トルコ　　繊維　1987-92.3川　34()トランスログ　′順鼠　禦･,レ讐･原札
Jaforullah(1999)　　妄言71ラ繊維(f･･t業) 1990 (,4地域　一　三プ.ダグラ付加価値資本.労働
chlr-a(2000)　　　マラウイ　姦湯壷朋. 1984188 .日-　55　三プ.ダグラ　生-　資本,労軌脚
資本,貸金,中間財
Lundvall&Battese(2000)　ケこヤ　　　　繊維　　19')3195　na　　137　トランスログ　FI三度貴　(原料.エネルギー
管)
Minl&Rodnguez(2000)フィ.)ビン　繊維　1994　328Il二　　　三プ.ダプラ付加価値資本.労働
Deraniyagala(2001,　スリランカ　-　1993　4OJL　　　三プ.ダグラ1Jbu価値叢鈷叢軌資本の
拡im(2003)　　　　　　　　　帯川　　　　繊維　　1980-93　791t:　575　トランスログ　付加価値　資本,労働
wadud(2004)　　　吉事ストラ　繊維　1995-J8　57祉　228　三プ.ダグラ付加価鱒紙労働
rLrH Fr･J E　　　　　衣服　　　IL.日　　　6小t　　256　　　　rl'l E･_　　　　hl日･_　　r',LH
備考:(1)繊維業を対象とする近年の研究のうち,技術効率性の決定因に着目したもののみを
(2)技術効率性の決定因の( )内は, +は技術効率性にプラスの影響, -はマイナス
(3) ｢n.a.｣は利用不可能を示す｡
(往1)技術効率性の決定因に関するパネル分析は他業種の企業も含む｡
(注2)操業年数の影響は企業規模により異なる｡
が分かれており,無償労働,家族労働および非生産労働者はマイナスの効
果が一部で得られている｡研究開発,技術導入,技術受容能力はプラスの
効果が一部で得られている｡外部資金調達については結果が分かれてい
る｡輸出および下請け受注生産の効果は途上国の多くでプラスに効いてい
る｡最後に,政策関連変数の効果はほとんど観察されない｡
これに対して,日本の繊維産業の技術効率性を測定した研究は極めて少
ない｡ Torii (1992)は1978年の工業統計の事業所別出荷額･投入額デー
タを用いて,製造業350業種の付加価値ベースのトランスログ型生産関数
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外生的技　規模の綻　技術妙軒性の分布　技術勅や作の人　　　　　　　　技術効率性の決定閃
術変化　　済性　　　に閲する仮定　　　ききと分布範囲 分析))は　　　　　　　　　　　　決定rAT
-　検定せず　halfn｡,mal　等k(36T2?O61,,30%,貨墓管等讐高舘岩
'･1f11'.
なし　検-ずtruncatednor-81等錨17･030%.生産フロンティアと[■11時に推'jL
宗料節約収穫- truncakdnor-al Z5-100%　描詣孟子イアと
収穫一定truncatednormal錨守:32:Z･笠を警芋Y,3%.賢明
検脚収穫叫Tmnec_avtae;ln20-81,号隅9享を豊.一節慧議買賓等
82･ 86%　　　分帆
-　検-ずtruncakdnor-al描琵認l｡讐儲詣左アイアと
検'定せず　　half normal
規模別平均45
50%
一　触せず　exponentlal　等遥4(,;%:5%
詔働節約検糾す王Tm:豊ln芸ormal, n･a･
輸出牡鹿比率(+),女作労働(+),外部資金
調達(+).無償労働(-),操業年数(-)
.個人所イ(ダミー.株jt会社ダミー.交
労働の比率卜),卜掛ナ発注比率(+),
け･2拝比率.広PJ･丈出,通f請支出,上場
個人所イJの割合,男女労働比率(十).姫用
者･家族労働者比率(-),煉料資本比率
(+),労働資本比率(-)
資本労働比率(+), 'k賃貸念(+).規模
(-). If7槻集LIJl斐(-).輸入lx]内生産比率(注1)
(-).輪=生産比や(+)
規模(+),操業年数(+. -)　　　　　　　(注2)
グループ別､l′均他の
差のt検定(企業規　税模(+),輸H作産比率(+). F講年産比率
模).推定式に脱明(+).政肘女権ダミー,操禁句工数,法的地LlJ/J
変数として追加(そ　ダミー
の他).
呼純な技術導入(+),複雑な技術導入(+),
桟術効やrTを被説明　技術資格保有井比率(+),柁術資格保イ一役耽
変数とするOLS.　者(+),輸川(+),稼働宰(+),操業年数,
税模,外何人株式保布比率
/ト耗フロンティアと
同時に推走.技術勅　規模(+),規模2卜),外部資金調達(-),
準作を被脱明変数と　研究開発(+).輸州(-)
するTobit分析.
17198 92･92%･ ′順フロンティアと賢賢勺深遠,k品驚(右()i,軍産若殿ヒ還
結晶ス収穫逓減truncatedno-al ,1･:I諾y;Jyo43･50 -剛紅組　　…,研鯛発,法人ダミー
最品ス収稚逓減IH,L　慧:.tZtlo,A?宝i?邑;yo'誌髭競アイアと質草軍箆棒門脇ヂ歳裳貰堤㌔芙
掲げた｡
の影響を与えることを示す｡
を業種毎に推定し,技術効率性を計測した｡その結果,繊維業および繊維
製品業の平均的技術効率性は61.6%, 61.3%であること,大規模事業所の
方が小規模事業所よりも技術効率性が高いことを示した｡また, Torii
(1992)は技術効率性と産業属性との関係についても産業横断的な統計
分析に基づき検討している｡しかし, Torii (1992)の分析は1978年のみ
であり,技術効率性と企業･事業所の属性との関係についても考察してい
ない｡
? ? ??????㌧???? ? ???????? ???? ??? ???㌧㌫
?????
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2　モデルと推定方法1°)
技術効率性の測定方法は,線形計画法に基づくDEA (dataenvelop
analysis)分析と統計的手法に基づく生産フロンティア分析に大別され
る｡更に,後者は確定生産フロンティア･モデルと確率生産フロンティ
ア･モデルに分けられる｡確率生産フロンティア･モデルの利点はミクロ
生産理論と整合的な点にある｡このモデルでは実現可能な最善の生産技術
として生産フロンティアを想定し,各企業はフロンティアの内側の生産点
をとると仮定される｡以下では生産フロンティアとしてトランスログ型生
産関数を採用する｡この生産関数は任意の生産関数の局所的な二次近似で
あることが知られている(Christensen, Jorgenson and Lau, 1973)｡推
定式は次式で定義される｡
lnY,･t =f(lnKi, ,lnL.( ,lnEL･, ,I) + U,･1 - u,･1
-α+り′ + (βK ･PKl･(.(./2)･PK"･t2)lnK,, I (β(. ･βL, ･(I(1/2)･PLl, ･t2)lnL′′
･ (pE ･PE, ･t I(1/2)･PLl, ･t2).nE., I(1/2)･PKK(lnK,I )2 I(./2)･PLL(lnL,I )2 (1)
+ (1/2) I βEE-(lnE,, )2 + βKLlnK,, lnL,,, + βKElnK,, 1nE,, + βIJF.lnL,, lnE,I
+V,(-u,,
Yは生産量, K, LおよびEは資本,労働およびエネルギーの投入量であ
る-I)｡外生的な技術変化を捉えるために各生産要素の一次の項に2次のタ
イム･トレンドを仮定した｡更に,年次ダミーを用いてrlt-∑TαTDTとし
た｡ DTはて年に1,その他の年に0をとるダミー変数である｡
L,,･tは誤差項であり,正規分布に従い,次の性質を満たすo
Elv.lTl= 0 foralli andt,Etv,1V,.J= 0 foralli andj, i+j and for
all i and s, varlv,t] - C,V2
uE,は技術効率性(technical efficiency)を捉える誤差項であり,非負
の半正規分布(halトnormal distribution)に従い,次の性質を満たす｡
Elu,t]>O foralli andt,Elu,tu,S]= 0 foralli andj,i+j and for
all i ands, varlu,t] -C,u2.
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このとき技術効率性はTE,･,-exp(-u,I,)と定義される｡ TEE,は0から1の値
をとる｡
V,.tとuilは無相関であると仮定する｡ uitの非負性は各企業の生産点が
生産フロンティア上かその内側にあることを意味する｡通常, vfrが企業
にとって操作不可能な外生的ショックを捉えるのに対して, u"は操作可
能な要因を反映すると説明される｡更に,本論文では外部性による生産性
の変化もuitに反映されると仮定する｡
E.I-V,,-u,Tとすると, eitの密度関数は, Weinstein (1964)が最初に導
出した次式で与えられる｡
¢(EL･t) - (2/J)4,*(elf/C,)[1 I ◎*(E,t^/C,)]　(2)
¢*(･)と◎*(･)は標準正規分布の確率密度関数と分布関数であり,
A-qu2/Jv2, g2 -0-u2+Jv2, g* -JuJv/0･である｡ Jondrow et al. (1982)
に従えば,叫′の条件付き期待値は次式で示される｡
u^11 -Elui, IE"] - J*. ( - Eけ入/cr + 4,(Et･1人/J)/0(EL,A/cr))　(3)
Battese and Coelli (1988)は, TE,･,の条件付期待値として次式を用いる
ことを提唱した｡
･^E,･1-Elexp( - uit)LELt] - i1 -0(J+ +E∫′入/J)
1 -¢(E.′入/C,)〉
･ exptcr+(C,･lA/J + C,～/2)) (4)
∧
u'(,とTE,･tは一致性を満たさないが,容易に測定できるために多くの研究
で用いられている｡
Caudill and Ford (1993)は,もLu,ltが不均一分散を持つならば,そ
の条件付き期待値と生産フロンティアの構造パラメータの推定値にバイア
スが生じることを示した｡また,技術効率性の決定因を考察する場合,舵
計分析上の仮定の整合性を維持するためには,生産フロンティアを推定す
る段階であらかじめ技術効率性の分布パラメータが決定因に依存すると仮
定する方が望ましい｡そこで, Caudill,FordandGropper (1995)に従っ
て, uitが乗法的分散不均一性(multiplicative heteroskedasticity)を持
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ち,企業属性の関数で表されると仮定した｡ uL･Tの分散cru2itは次式で定義
される｡
0-u2it - eXP(∑7 ･ Wtr )
W,I,は外生的な非確率変数であり,定数項を含む｡再ま未知のパラメータ
である｡ (2)式でcr,71 - Cru2,( +C,I?,A,t - Ju2,f/0-3, g.～, - CruitC,V/critとおけば,先
程と同様に技術効率性の指標が導出できる｡これらの仮定の下で(1)式を最
尤法で推定する｡
全要素生産性(TFP)の分解
生産性のもう一つの源泉は規模の経済性である｡規模弾力性Et･Tは次式
で与えられる｡
eit - ∑X=K,L,Ee吾
ここでEXは生産要素Xの弾力性表示の限界生産力,すなわち,生産量の
生産要素Xに対する弾力性であり次式で与えられる.
E吉- ∂1nYil/∂1nXEl - Px +PET I i +(1/2). Px′′ ･ t2 +∑Z=K,i,EPxzlnZ,･(
である｡
全要素生産性は(1)横断面で観察される企業間の生産性格差と(2)時系列面
の生産性変化の2つに分けて計測した｡ Caves, Christensen and Diewert
(1982)に従って,各年の平均的企業を示す仮想ユニットを想定した｡ t
年の仮想ユニットの生産量と要素投入量はt年に観察される企業の幾何平
均値で定義される｡もし費用最小化が実現されているならば, t年におけ
る企業iの生産性格差ATFP,,tは同年の仮想ユニットを基準として次式で
表される12)｡
ATFP,,I ≡(lnY,･1 -柿) - (./2)∑X=K,I"E(S,I +ff)(.nx,･1 -玩)
=- ScaleL･,I + ATE,･,,
ここで0吉≡(E,･,-.)(EH/E,･,)であり,上線付きの変数は添え字iに関する
算術平均である｡ Scale1,1は規模の経済性に起因する部分, ATEi,tは技術効
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率性に起因する部分である｡
scaleE,, -(./2)∑X=K,i,E(05両f)(lnX,I,一両), ATE,.,, ≡ (-u,.I)-(一打′)
時系列面の生産性変化は各年の仮想ユニットの間で計測した｡ t年の生
産性変化AⅣP′　は次式で表される｡
ATFPt ≡(両-珂=卜(./2)･∑X=K,L,E(ff ･f7-1)(両一両二)
(6)
-ATt　+Scalel +ATEt
ここでATt　は生産関数のシフトに基づく外生的な技術変化であり,
scalet　とATEt　は規模の経済性と技術効率性に起因する変化である｡
AT, -αL -α卜.+(1/2)･∑X=K,L,EfPxl･(1/2)･Px,,･(2- 1))(玩+.W),
scalel -(./2)∑X=K.i,,:(51 +51-I)(玩-蔽=), ATE, ≡(一房,)-百,-A)
単調性･準凹性
トランスログ型生産関数は単調性と準凹性を必ずしも大域的に満たさな
い｡そのため,これらの条件に関して検定を行なった｡単調性は限界生産
力が非負であることを意味する｡
∂yit/∂Xil -EX ･(Y,(/X,.I) ≧0, forX -K,LJ,E
従って,生産弾力性EXが非負であるか否かの検定を行なえばよい｡他方,
生産関数の縁付きヘシアン行列をβとし,その第j次の縁付きヘシアン
行列式をIB,i (j-1,2,-,)とすれば,準凹性の必要条件は
LBi <10かつLBj ,_oかつLB] <10
となる13)｡これらのテストを全ての観測点で行なった｡
3　データ,変数の定義
本論文では日本紡績協会によって作成された『紡績事情参考書』を利用
する｡ 『紡績事情』の水準の高さは既に数多くの研究者かから定評を得て
いる11)｡また,利用者向けの解説も利用できるため,データの精度や信頼
性に関する検討もある程度可能である15)｡
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分析期間は1965-79年であり,日本紡績協会の会員企業のうち『紡績事
情』から各種データが利用可能な企業を選んだ｡ 65年以降に参入した企業
は参入の翌年からサンプルに含めた｡退出･合併により途中で消滅した企
莱,紡協を退会したため調査対象から外れた企業は,イベント発生の前年
までをサンプルに含めた16)｡合併を引き受けた企業,設備譲渡を受け入れ
た企業,そして会社を分割した企業は,イベントが発生した年のみをサン
プルから除いた｡火災等で一時的に操業を停止した企業は停止した年から
再開した年までを除いた｡更に,データが一部欠損している企業はその年
をサンプルから除いた｡その結果,対象企業は125社,サンプル･サイズ
は1330個となった｡
紡績糸の生産量は,各企業の製品構成の違いと新製品の出現を捉えるた
めに,フィッシャーの理想数量指数を用いて集計した17)｡更に,純綿糸に
ついては平均番手と番手別価格を用いて品質調整を行なった｡基準年を66
年とすれば, t年の企業iのフィッシャー価格指数は次式で表される｡
P∠′はラスパイレス価格指数, pilはパーシェ価格指数であり,それぞれ
次式で定義される｡
p∠T - ∑)｡J P,ly76/ ∑,E, PJ66y76
pit - E,∈,Lt P,ty,"/ C,6,･′ P,66y,`′
pJtはt年の製品jの価格, yJLtはt年の企業iの製品jの生産量である｡
p,66およびy76は1966年の製品jの価格と平均生産量である｡ Jは製品のイ
ンデックスノの集合, J`′はJの部分集合であり, t年の企業iの生産量が
プラスである製品のインデックスからなる｡このときフィッシャー理想数
量指数yilはpilのインプリシット･インデックスとして計算される｡
Y;, - (こ,∈J"P/･ty,tl/ E,∈J P,69,66) /pFl!
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次に,純綿糸の重量当たり価格は細番手ほど高くなる関係があるため,
品質調整を行なった｡品質調整後の純綿糸生産量y:1は次式で表される｡
y,I.'1 - ( p('.1 /p:,0)y～fl
y～Llは品質調整前の純綿糸生産量, p,(,｡は20番手純綿糸価格である｡ p:rlは
企業iの純綿糸価格であり,平均番手をウェイトとして番手別価格を加重
平均して求めた｡
p:I -
Pcl20　　　　　　　　　　　　ifcLT ≦ 20
((301CLt)･pcl20+(CLT -20)･p:30)/10 if20<cEt ≦30
((40-cL')･ptl,,o+(C'1 -30)･p:.0)/10 if30<cL''≦40
P:40　　　　　　　　　　　　ifctl > 40
p(f2°, pet,., P!.oは20番･ 30番･ 40番手の純綿糸価格, cElはt年の企業i
の平均番手である18)｡
yi!を計算するためには製品別の生産量と相対価格が必要である｡製品
別生産量は『紡績事情』掲載の｢紡績会社紡績操業状況明細表｣および｢各
種糸品種別生産高明細表｣から年間生産高を用いた｡製品の分類は,天然
繊維紡績糸が純綿糸,混紡綿糸,スフ糸,その他の天然繊維の4品目,令
成繊維紡績糸がビニロン,アクリル,ポリエステル,ナイロン,その他の
合成繊維の5品目,計9品目とした19)｡
相対価格は『卸売物価指数年報』 (日本銀行)から作成した｡まず絶対
価格･物価指数が共に利用できる製品については, 65年の卸売価格を物価
指数で延長した後, 20番手純綿糸に対する相対価格に換算した20)｡また混
綿糸およびその他の天然繊維紡績糸は絶対価格･物価指数ともに利用でき
ないため,前者は純綿糸価格,後者は純綿糸,混綿糸,スフ糸および毛糸
価格の単純平均で代用した｡
合成繊維紡績糸のうちビニロン,ポリエステルおよびアクリルについて
は物価指数しか利用できないため, 1965年の相対価格を『工場統計表　品
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日編』 (通商産業省)から推計し,これを物価指数で延長したzl),22)｡ナイ
ロンおよびその他の合成繊維紡績糸は物価指数さえも利用できないため,
前三者の価格の単純平均で代用した｡
資本,労働およびエネルギーの投入量は｢紡績会社紡績操業状況明細
表｣から引用した｡資本は精紡機の運転可能錘数を用い,これに稼働率を
かけてフローに換算した23)｡稼働率は各企業の操業時間･操業日数から年
間操業時間を計算し,その平均を1として基準化した24)｡労働は総従業員
数を用い,やはり稼働率をかけてフローに換算した25)｡エネルギーは電
力,石炭および重油の年間消費量を『エネルギー統計』 (資源エネルギー
庁)の資源別平均発熱量を用いてキロカロリーに換算した｡いずれの変数
も対数値に変換した後,全てのサンプルの幾何平均値(の対数値)からの
差をとった｡
企業属性(wi,)は以下の変数を採用した26'｡
ln (企業規模) :精紡機運転可能錘数の対数値(当年値)27).
合成繊維比率:紡績糸生産量に占める合成繊維紡績糸の割合(当年
値)｡
女子従業員比率:総従業員数に占める女性の割合(当年値)28).
資本労働比率:精紡機運転可能錘数の総従業員数に対する比率を対数値
に変換(当年値)｡
最新設備ダミー:オープン･エンド精紡機を保有する場合は1,それ以
外は0 (前年末)29).
合成繊維製造ダミー:合成繊維製造用設備を保有する場合は1,それ以
外は0 (前年末).
織物ダミー:織機を保有する場合は1,それ以外は0 (前年末).
撚糸ダミー:撚糸機を保有する場合は1,それ以外は0 (前年末).
加工ダミー:染色･漂白などの加工用設備を保有する場合は1,それ以
外は0 (前年末).
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二次製品ダミー:織物･撚糸を除く二次製品(メリヤス,レース,漁
網,縫製品またはカタン糸)の製造用設備を少なくと
も1つ保有する場合は1,それ以外は0 (前年末).
複数工場ダミー: 2つ以上の工場を保有する場合は1,それ以外は0 (前
年末).
参入時期ダミー:47-49年, 50-54年, 55-59年, 60-66年, 74-78年
の各期間について,期間内に操業を開始した(または
紡協に入会した)場合は1,それ以外は0.
年齢:操業を開始した(または紡協に入会した)年から当年までの年
数.
ln (企業規模),合成繊維比率および女性従業員比率は前述の｢紡績会
社紡績操業状況明細表｣から用いた｡参入時期ダミーおよび年齢は『紡績
事情』掲載の｢紡績会社の異動｣に『日本紡績月報』を援用して作成し
た30)｡それ以外の企業属性は『紡績事情』掲載の｢紡績会社所在地資本金
及錘数一覧表｣から作成した31)｡
4　仮説
ここでは技術効率性の決定因に関する仮説を提示する｡各企業属性の予
想される符号は以下の通りである｡まずln (企業規模)の符号はマイナ
スである｡技術効率性は企業が操作可能な要因を反映するが,一般に大企
業の方が操作可能な選択肢の範囲は広いと考えられる(Caudill et a1.
1993, 1995)｡従って,規模が大きいほど技術効率性は高いだろう｡合成
繊維比率は紡績原料の天然繊維から合成繊維への転換の影響を捉える｡合
成繊維を利用するためには,合成繊維の化学的･物理的特性に関する知
識,加工方法やブレンド技術に関するノウハウを必要とする｡また合成繊
維の利用は製品の多様化を通じて販売の拡大に結びつく｡従って,予想さ
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れる符号はプラスである｡
女性従業員比率は労働の固定性と熟練度の影響を捉える｡紡績会社の女
性従業員の大半は短期雇用であり,男性従業員と比較して相対的に雇用調
整が容易である｡従って,女性従業員の割合が高い企業は技術効率性が高
くなる可能性がある｡しかし,他方で女性従業員は非熟練労働に従事する
場合が多い｡そのため女性従業員の割合が高い企業は熟練化による生産性
上昇をあまり享受できず,技術効率性が低くなる可能性もある｡従って,
女性従業員比率の符号はプラスにもマイナスにもなりうる｡資本労働比
翠,すなわち資本装備率は要素集約度の違いによる影響を捉える｡通常,
資本が労働よりも比較的多く賦存し,賃金が相対的に高い経済では,資本
装備率の上昇は生産性を上昇させる｡従って,予想される符号はマイナス
である｡
企業が最新設備を導入する目的は高い生産性を実現するためであろう｡
従って,最新設備ダミーの符号はマイナスと予想される32)｡織物ダミー,
撚糸ダミー,加工ダミー,二次製品ダミーおよび合成繊維製造ダミーは紡
績以外の繊維事業が与える技術的外部効果を捉える｡通常,事業の兼営は
管理部門の経営資源や工場施設の共同利用が可能になるため,費用節約に
結びつく｡しかし,技術効率性それ自体に与える影響は技術的外部効果と
みなすのが適当であろう｡従って,予想される符号はいずれもマイナスで
ある｡
参入時期ダミーおよび年齢の符号は定かではない｡経験による習熟効果
を重視すれば,先発企業ほど技術効率性が高くなる｡しかし,他方で後続
企業は最新の技術を全面的に導入できるという利点がある｡最後に,複数
工場ダミーの符号は定かではない｡一般に,工場を複数保有する企業は生
産設備以外の土地･建物をも含めた工場単位での生産手段の可分性が高
く,柔軟なストック調整が可能である33)｡例えば,需要の減少によって工
場閉鎖を伴う大幅な規模縮小が必要となった場合,複数工場の企業には-
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部の工場を閉鎖するという選択肢があるが,単独工場の企業は工場閉鎖,
すなわち市場からの退出しか残されていない｡従って,複数工場の保有は
技術効率性を高める可能性がある｡しかし,他方で企業の生産活動が複数
の工場に分散されており,更に企業内における生産要素の移動に費用がか
かる場合は,最適な要素投入比率の実現が妨げられる可能性もある｡この
点では技術効率性を低下させる方向に働く｡
Ⅳ　推定結果
1　モデルの特定化
はじめに生産フロンティアと誤差項の仮定の妥当性を検討しよう｡表6
に確定生産フロンティアを通常最小二乗法で推定した結果と,均一分散付
き確率生産フロンティア･モデルを最尤法で推定した結果を掲げた34)｡こ
こではウェイトなしの生産量,すなわち重量単位で集計した紡績糸生産量
を用いたケースとFisher理想数量指数を用いたケースの両方を試みた｡
まずテスト1で生産要素の2次の項の係数が全てゼロであるという帰無仮
説を検定した｡その結果,全ての式において有意水準1%で棄却された｡
これはトランスログ型生産関数の仮定の下では,コブ-ダグラス型生産関
数は適切でないことを意味する｡またテスト2で技術効率性u"の分散6,7t
がゼロであるという帰無仮説を検定した｡その結果,トランスログ型生産
関数を仮定した(HO2)式と(HO2')式において,いずれも有意水準1%
で棄却された｡従って,確率生産フロンティア･モデルの仮定の下では,
確定フロンティア･モデルは適切でない｡
次に,表7に不均一分散付き確率生産フロンティア･モデルの推定結果
を掲げた35)｡テスト1で生産要素の2次の項の係数が全てゼロであるとい
う帰無仮説を検定した｡その結果,全ての式において有意水準1%で棄却
され,ここでもトランスログ型生産関数が支持された｡またテスト2で企
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表6　推定結果:確定生産フロンティア･モデルおよび均一分散付き確率生産
フロンティア･モデル, 1966-79年
確定/l舵フロンティア(OLS)　　　　　　　　　　　均　分散ィ､ほ確率生摩フロンティア
Fisher確想放散指数　　　　ウェイトなし牡鹿硫　　　　　Fisher坤想致塩指数　　　　ウェイトなし1:.薙最
(LS I )　　(LS2)　　(LSl. )　　rLS2')　　　(HOl)　　(HO2)　　(Ho†一 )　(HOZ')
lnK 0.078　　　　().()65　　　- 0.()3()　　　- 0.065　　　　　　(1.()7()　　　　0.()64　　　- 0.038　　　- 0.063
( I.25)　　( 0.97)　(-0.41)　(-1).83)　　　( I.13)　　( 0.96)　(-0.53)　(-0.81)
i.]nX　　　　-0.()47 ,寸　　一().O43　日　　-O.()41 *　　-0.041 *　　　-().()4(～ H　　-O.()42　■■　　-0.040 '　-0.()4() *
(-2.40)　(一2.21)　(-1.79)　(-1.80)　　(-2.39)　(-2.18)　　ト1.77)　(-l.77)
t21lnK 0. ()04　　　　　0. ()()3　　　　　0. 003　　　　(). ()04　　　　　　0. 0()1　　　　0. 002　　　　0. OO3　　　　　O. OO3
( 1.4O)　　( 1.04)　　( U.()r))　　( 1.14)　　　( 1.43)　　( O.90)　　( 1.01)　　( 1.09)
InL　　　　　(). 5Zt; …　　　0. 522　…　　().()I:3() …　　　0.ti()0 …　　　　0. 52パ　■tr 0. 52() …　　　0.63() "　　　0. 5ii8　…
( 9.35)　　( 8.29)
t･lnL　　　　- 0.040 '+　　- O.()4(i
(-I.L)7)　(-2.25)
t･'･1nI.　　　　().0()Ei　*　　　0.OO8
( I.88)　　( 2.12)
( 8.12)　　　　r I).5())　　( A.54)　　( 9.62)　　( H.()r))
'.'　-0.0.r-)7　◆1　　-0.()4:う　**　　-O.054　…　10.067　…　-0.OGl
(-12.3小　　　(-2.12)　(-2.61)　(-2.78)　(-2.52)
().()07　◆ヰ　　　　　0.OO6 ･H 0.009　…　　　0.009　事'　　　O.OOと;
( l.リ9)
1nE O.367　…　　　0.39′l　…　　().3r)() …　　　U.422　山
( 5.LE-)2)　　　Hr-). )お)　　( 4.4t))　　( 4-7:iJ
tl1nE　　　　　〔).073　…　　().073　…　　　0.088　…　　().()79　◆'1
( 3.22)　　( .'i.1(;)　　( 3.:州)　　( 2.～)2)
t2･lnE　　　　-().()08　◆■　　-O.008　…　-().(110　◆◆　　-().()()() ◆◆
ト2.41)　(-2.5削　　(-2.5.ri)　　卜2.35j
(lnK)1　　　　　　　　　　　0.024　　　　　　　　　　- ().066
( 0.40)　　　　　　　　　　ト0.I.)4)
(lnL):　　　　　　　　　　　().175 ･･　　　　　　　　- O.123
( 2.()1)　　( 2.H7)　　( 2.56)　　( 2.2O)
0.37()榊　　().3tj1 …　　　0.354 'H　　().429
( 5,.r,‡l)　　( 5.2日　　( 4.58)　　( 4.87)
).0 (J H･　　O.Oho H◆　　().091 Hr　　().()82
( 3.:14 　　( 3.47)　　( 3.44)　　( 3.()(;)
-().OOH H　　-().り10　…　-0.()lO　…　-().()i()
(-i.55)　(-冒.92)　　ト2.69)　(12.51)
0.(158　　　　　　　　　　　　- 0.051
( ().()～))　　　　　　　　　(-0.71)
().24LJ　…　　　　　　　　　　- ().Ogl
( 2.()9)　　　　　　　　(-1.2r))　　　　　　　　　　( 3.03)　　　　　　　　(10.95)
(lnE)2　　　　　　　　　　　- 0.()15　　　　　　　　　　　　　0.02r)
(一0.14)　　　　　　　　　( 0.20)
JnK･hL　　　　　　　　　　　　- 0. 1:i3　H t).():37
(-2.ll)　　　　　　　　　　( U.57)
lnK･lnE rL 1()()　　　　　　　　　　　(). ()23
( 1.r)())　　　　　　　　　　( 0.29)
lnL･lnE　　　　　　　　　　　- ().04H 0.032
(-0.61)　　　　　　　　　　日).35)
Gyー
Gu2
02 - ov-'+ ou2
九=G｡-I ov2
-O.056　　　　　　　　　　　　　().O()5
(-().55)　　　　　　　　　　( 0.04)
- 0.2】Ei　…　　　　　　　　　　- O.Ot)4
(-3.62)　　　　　　　　　　ト().()5)
().14H H　　　　　　　　　　　　0.049
( 2.26)　　　　　　　　　( ().(;3)
- 0.049　　　　　　　　　　　　　0.032
(-().61)　　　　　　　　　( ().3r))
0.206　HJ　　　0.182　…　　().238　…　　　0.230　…
(18. 19)　　(17.92)　　(17.65)　　(16.82)
0.】65　…　　　0.22() …　　　し).202　…　　　0.217　…
( 4.4())　　( 9.ll)　　( 4.77)　　( 5.49)
0.070　…　　().082　…　　().()97　…　　(). I()() ◆''
( 8.2.r3)　　(1O.61)　　( 8.29)　　( 8.4(5)
().803　…　　1.2()9　…　　().R52　…　　　0.tj45　…
(16.73)　　(36.25)　　(15.51)　　(18.O9)
サンプル.サイズ　　1330　　　　1330　　　　1330　　　　1330　　　　　1330　　　　133()　　　　133O　　　　1330
介常数　　　　　125　　　　125　　　　12r)　　　　125　　　　　125　　　　125　　　　125　　　　125
修11-済みRZ o. 965　　　(). ()66　　　(). ()50　　　　0.951
対数尤夜　　　　7r).5　　　　92.4　　　- 131.9　　　- 119.1　　　　　77.5　　　　97.H　　　- 130.7　　　- 117.4
尤度比検定
テスト1　　　　　　　　　　　　31.A-　　　　　　　　　　　25.5日*　　　　　　　　　　　　10.6-･　　　　　　　　　　26.4■.I
テスト2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.0+　　　1().8…　　　　2.5←　　　　　3.1川
注:(1)期間は1966-1979年である｡推定方法は確定生産フロンティア･モデルが通常最小~二
乗法､均一分散付き確率生産フロンティア･モデルが最心去である｡
(2)括弧内はt値もしくは漸近t偶であるo　*H, Hおよび*はそれぞれ有意水準
1%, 5%, 10%の両側検定で統計的に有意であることを示す｡
(3)年次ダミーの推定結果は割愛した｡
(4)尤度比検定のうち,テスト1は尤度比検定であり,テスト2は片側･-一般化尤度比検定
である｡ tL]内皮は帰無仮説の制約の数である｡ *…, **および*はそれぞれ有意水準
1%, 5%, 10%で統計的に有意であることを示す｡帰無仮説は次の通り｡
テスト1 Hり:全てのβ｡-0 (i,j=K,L,E),テスト2　H(∴Gu2-0.
???? ??ー? ?
????
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表7　推定結果:不均一分散付き確率生産フロンティア･モデル, 1966-79年
(liEl )　　(HEZ)　　(HE3)　　(HEl)　　(HE5)　　(HE6)　　(HE7)　　(HER)
lnK 0. 164　◆'　　0.()～)ri　　　　().()ti7　　　　().0朋　　　　　日.OH3　　　　　0. 0糾1　　　　0.090　　　　0.072
( 2.52)　　( 1.43)　　( 1.32)　　( 1.41)　　( 1.27)　　( 1.ll)　　( 1.34)　　( 1.I())
t･lnK　　　　　-0.046 ◆◆　　-0.03() +　　-0.O3r) +　　-U.():jリ　*　　-().O3r) *　　-0.035　*　　-().()38 .　　-O.O33 ･
(-2.42)　(-1.92)　(-1.74)　(-1.tJ4)　(-1.77)　(-1.67)　(一1.91)　(-1.6r))
t-'･lnK O. 004　　　　　0. ()Ol　　　　(). ()()()　　　().り()1　　　(u)()1　　　(). 001　　　(). Ooユ O. OOO
( 1.48)　　( 0.30)　　( ().10)　　( 0.3rl)　　( 0.19)　　( 0.47)　　( 0.38)　(-0.03)
lnL 0.449.''　　0.40() ''･　().117 =･　　0.123 -　　().132 -　　　0.131 -　　　0.424 -　　　0.443 -
( 7.33)　　( 7.()H)　　( 7.38)　　( 7.39)　　( 7.(58)　　( ().98)　　( 7.45)　　( 8.Or))
t11nL　　　　　-0.O41 ◆◆　　-O.O49 ''　-O.057 '◆◆　　1).O52　…　　-0.0(jl　…　　-O.O58 …　　-O.O.rI)1 ･◆◆　　-O.O(う1 ''･
(12.01)　(12.17)　(-2.93)　(一2.65)　(-3.15)　(-2.85)　(-2.62)　(-3.22)
t-'･lnL 0.004　　　　　0.008 ･･.　　0.010 ･･◆　　　0.009 …　　　0.010 -　　　0.009　-　　　0.O()8 ･.暮　　　O.OlCI -
( 1.38)　　( 2.(irJ)　　( 3.17)　　( 2.H3)　　( 3.3f))　　( 2.77)　　( 2.75)　　( 3.5rT)
lnE O. 366 '''
( 5.13)
t･lnE　　　　　　().072　…
( 3.25)
t2llnE　　　　　-O.007 M
(-2.川)
O∴iり1 …
( 5.4(J)
().072 .～*
( 3.23)
-0.()08　W
(-2.47)
O.3(JZ　…
( 5.r)4)
0.075　川'
( 3,3り)
-().()OH　…
(-2.ritH
O.37～与　…
( 5.28)
().()75　…
( 3.38)
-().()OH　…
(-2.63)
0.381日'
( 5.3(;)
(). 08() +'▲
( 3.59)
-().り()～) …
(-2.()3)
0.3H7　…
( r).19)
0.076　…
( 3.3〔))
一().()rlt) …
(-2.(;8)
0.381 …
( 5.33)
0.073　…
( 3.3())
-0,008　‥
(-2.5r))
O.3～H H+
( 5.4())
0.077　…
( 3.18)
-0.009　…
(-2.Hl)
(Ink)コ　　　　　0. 169 +･　　O. 1O5　　　　0. 102　　　　0. 105　　　　0.0!)4　　　　(). ()52　　　　O.Otj7　　　　().O9(j
( 2.38)　　( I.51)　　( 1.52)　　( 1.56)　　( 1.43)　　( 0.76)
(lnL)2　　　　　0.244仰　　0.306 -　　0.321 -　　0.310 -　　0.321 -　　0.241 -
( 2.95)　　( 3.Hl)　　( 4.()4)　　( 3.87)　　( 4.04)　　( 2.8r))
(lnE)2　　　　-o.042　　　-O. 141　　　-0. 0(Jt)　　　-0. 133　　　-0.()リ5　　　-0. ()5!)
(-0.42)　(-1.40)　(-U.LJH)　(- 1.35)　　ト().リ7)　(-()..E-)5)
1nK･1nL　　　　-0.264　…　　-O.290 ''+　　-0.267 A.'　-0.291 …　10.266　…　　-0.172 ･･
( 1.47)
().288 …
( 3.67)
-().124
(一1.27)
-().273　…
( 1.55)
0.317　…
( 4.16)
-(). 1(12
(-1.05)
-().273　…
(-4.22)　(14.37)　(-1.02)　(-4.35)　(一3.91)　(-2.29)　(-4.18)　(-4.37)
1nK･lnE O.084　　　　　0.266 …　　().253日　　　0.259　…　　　0.251 …　　　0.217 '.･　　0.249　-　　　0.251 -
( 1.25)　　( 3.()(～)　　( 3.7H)　　( 3.90)　　( 3.82)　　( 2.9リ)　　( 3.75)　　( 3.92)
lnL･lnE O,OO2　　　　-O.り郎　　　　-().122　　　　-O.()Hf;　　　-O.123　+　　一().129　　　　-O.081　　　-0.113
( ().O2)　(-1.10)　(-1.58)　(-1.15)　(ll.64)　(一1.61)　　ト1.1O)　(-I.5Ei)
ln (企業胤傾)　　　　　　　　　-1.059-　-0.880-　-1.023-　-0.817-　-I.0()2-　-1.068-　-().795-
(Ilo.1!))　(-7.90)　(-9.2())　(-6.99)　(-6.46)　(19.82)　(-9.08)
付JR繊維比率　　-o. 176　　　()∴i31 .　().24～i　　　　日.458 -　　　0.377 '　　0.129　　　　0.489 ･,　　0.35() I
(-0.36)　　( 1.77)　　( 1.26)　　( 2.25)　　( 1.82)　　( ().51)　　( 2.41)　　( 1.7())
女作従業H比率　16.829-　11.495 ･　12.217-　　1.351 ･　-2.083L･　-2.51O･…　-1.371 ◆　　-2.312-
(-3.1rl)　(-I.87)　(-2.71)　　卜1.67)　(-2.52)　(-2.73)　　卜】.67)　(-2.88)
賀本労働比津(-　　　2.5O9 ･･･　().7()5 -　().3H.'i事　　().tr,25 -*　　0.192　　　　0.458 ･　　0.547 -
( 4.5())　　(.'1.71)　　( 1.8L3)　　( 2.6())　　( 0.92)　　( 1.72)　　( 2.77)
巌新設備ダミー
織AJダミー　　　　0.907 ･･
( 2.47)
撚糸ダミー　　　ー0.355
(-1.21)
加tJダミー　　　1.384 -
( 2.53)
0.765 ..～
( 4.67)
(). 189
( 1.50)
().483　■+
( ど.38)
1.096　…
( r).ボl)
().218　*
( 1.65)
().576　…
( 2.69)
0.797　■=
( 4.8())
o.328 ◆'
( 2.47)
0.437 `◆
( 2.00)
1.()8ノl t''
( 5.92)
().358 ''◆
( 2.(;1)
0.52(J H
( 2.36)
1∴126　…
( 6.17)
()..riョ() *'
( 2.19)
O.618　▲◆
( 2.ll)
0.824　…
( 4.91)
().315 ''
( 2.36)
0.406　*
( 1.90)
1.168　…◆
( 6.68)
().344 ''
( 2.4リ)
().4Hl H
( 2.2O)
二次軌Fl-llJダミー　　ー2.310 ･　-().7fH) -･　-().783 -　-().633.･　-0.r)3!) -　　-0.715 -　　-0.717 ･･　-0.695 ･･
(-1.76)　　ト2.82)　(-2.74)　(-2.23)　(-2.21)　(-2.()1)　(-2.55)　(-2.42)
合成紙雑製造ダミー　ー0.673　　　10.242　　　-0.080　　　-O.291　　-().157　　　　0.()47
(-1.04)　(-1.日)　(-O.34)　(-1.29)　(-0.67)　　( O.17)
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47-49年参入ダミー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.127　　　1.504　　　　　　　　　　　0.401 ･　0.450 I
日.()())　( 1.】3)　　　　　　　( 1.76)　( I.94)
50-54年参入ダミー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.518　　　1.848　　　　　　　　　　　0.786 -　　0.778 -
( 1.32)　　( I.36)　　　　　　　　　( 4.52)　　( 4.46)
r)5-59年参入ダミー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O.737　　　1.197
( 0.63)　　( 0.87)
60-64年参入ダミー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.876　　　1.()63
( 0.74)　　( 0.76)
74-78年参入ダミー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.718　　　1.005
( 0.56)　　( 0.69)
年齢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-0.086 ～
(-1.67)
(年齢)2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.0()l
( 0.54)
複数l二場ダミー　　　　　　　　　　　　　　　　ー1.129 …　　　　　　　　11.()63 …　　-1.462 …　　　　　　　　　-1.152 ''･
(-4.61)　　　　　　　　　(-4.51)　(-3.44)　　　　　　　　　(-4.83)
延致J;i　　　　-0.()11　　12.361 A-　11.720･暮･　13.904-　-3.549-　　-1.517･･　-3.243-　-2.335-
(-0.03)　(-4.17)　(-2.88)　(-3.03)　(-2.41)　(-2.19)　　ト5.34)　(-3.91)
0.2()5　…　　　0.146　…　　　0.1′19　…　　　0.147　…　　　0.148　…　　　0.167　…　　　0.149 '1'　　0.149 .''
(38. 33)　　(24.()4)　　(24. 65)　　(24. 21)　　(24. 35)　　(21.69)　　(25.00)　　(24. 74)
サンプル･サイズ　　1330　　　　1330　　　　1330　　　　1330　　　　1330　　　　1209　　　　1330　　　　1330
企農牧　　　　　125　　　　125　　　　125　　　　125　　　　125　　　　116　　　　125　　　　125
対数尤度　　　135.0　　　　211.3　　　　226. 2 ZZZ. 5　　　　235.9　　　143.4　　　　221, 2　　　　234.4
X.度比検定
テスト1　　　　　50.7　-　156.4　…　132.7　…　104.Ei　…　1O4.5　…　　　5().6　…　103.8　…　122.9 ･''
テスト2　　　　　74.4　-　　227.1 …　　256.9　…　　249.4　-　　276.2　…　　204.2　…　　246.8　…　　273.3　…
テスト3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.5　　　　　2.9
荏:(1)生産量の定義は(HEl) ～ (HEIO)式および(HE3') ･ (HEIO')式がFisher理
想数量指数, (HEIU) ～ (HE3U)式がウェイトなし生産量である｡また,推定期
間は(HEl) ～ (HE8) , (HEIU) ～ (HE3U)式が1966-1979年, (HE9) ･ (HE
IO)式　が1970-1979年, (HE3')式　が1966-73, 75-79年, (HEIO')式　が1970-
73, 75-79年である｡ (HE6)式は十大紡をサンプルから除いた｡推定方法は最尤法
である｡
(2)括弧内は漸近t値である｡ =書, =および*はそれぞれ有意水準1%, 5%, 10%の両
側検定で統計的に有意であることを示す｡
(3)年次ダミーの推定結果は割愛した｡
(4)尤度比検定の統計量はカイ二乗分布に従う｡自由度は帰無仮説の制約の数であ
る｡ 'H,日および'はそれぞれ有意水準1%, 5%, 100/oで統計的に有意であること
を示す｡帰無仮説は次の通り｡
テスト1 Hり:全てのβU-0 (i,j=K,し,E),
テスト2　Hい:全ての†-0,
テスト3 (HE4)式　H():†(合成繊維製造ダミー)-†(55-59年参入ダミー)
-γ(60-66年参入ダミー) -†(74-78年参入ダミー) -0
(HE5)式　H｡:† (資本労働比率) -† (合成繊維製造ダミー)
-† (55-59年参入ダミー) -† (60-66年参入ダミー)
-Y (74-78年参入ダミー) -0
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表7 (続き)
1970-79　　　　　　　　　　66-73. 75-79　　　　　　　　1966-79,ウェイトなしJii産監
(HE9)　　(HEIO)　　　(HE3')　(HE10◆ )　　　(HEIU)　　(HE2U)　　(HE3U)
ink 0. 115
( 0.56)
t･lnX　　　　　　-0.050
(-O.98)
tZ･lnK 0. 003
( 0.55)
1nL 0. 103
( 0.46)
t･lnL 0. ()26
( 0.46)
t2･lnL　　　　　-0.Ooユ
(-0.ll)
lnE　　　　　　　().625　●◆
( ≡.53)
t･lnE 0.019
( 0.32)
t2･lnE　　　　　-0. 003
(-0.37)
(Ink) 2　　　　　　0. o()7
( 0.10)
(lnL)2　　　　　　0. 16()
( 1.44)
(lnE)2　　　　　-().2〔)7 ･
(-1.94)
lnK･lnL　　　　　-0. 208　…
(-2.H7)
lnK･lnE 0,274　…
( 3.80)
lnL･lnE　　　　　-0.023
(-0.25)
0.081　　　　　　0,092　　　　　0.082
( 0.3g)　　　　( 1.37)　　( 0.39)
-0.040　　　　　　-().O34　　　　1(). O39
(-o.80)　　　(-1.64)　　(10.73)
0. 0 2　　　　　　　0. 000　　　　　(). 002
( 0.35)　　　(-0.04)　　( 0.28)
0.127　　　　　　　0.421 …　　　　0.181
( 0.57)　　　　( 7.38)　　　( 0.77)
0.016　　　　　　-0.063　…　　　-0.002
( 0.29)　　　(-3.15)　　(-().03)
0.001　　　　　　　0.011 -''　　　0.003
( 0.∩9)　　　　( 3.47)　　( 0.41)
U.()39　…　　　　　O.385　…　　　().593 ''
( 2.61)　　　　( 5.38)　　　( 2.36)
0.0 8　　　　　　　0. ()8() …　　　　0.033
( 0.30)　　　　( 3.50)　　( 0.52)
-0.()()3　　　　　　- ().00リ　■■'　　-0.OO4
(-0.37)　　　(-2.83)　　(-().6日
0.009　　　　　　　0.124　■　　　　0.034
( 0.13)　　　( 1.74)　　( 0.49)
0. 160　　　　　　　0.352　…　　　　0. 184
( 1.44)　　　　( 4.32)　　( I.57)
-0.174　　　　　　-0.1O4　　　　-0.171
(ll.60)　　　(-1.02)　　(ll.55)
-0.188 …　　　　一0.295　…　　　-0.209　…
(-2,56)　　　(-4.32)　　(-2.76)
0.258　 　　　　　().264　…　　　　O.256 '''
( 3.r)3)　　　　( 3.ホ7)　　　( 3.42)
-O.O43　　　　　　-O. 128　　　　10.047
(-0.48)　　　(-1.62)　　(-().19)
0. 1O6　　　　　0.082　　　　　0.081
( i.44)　　( 1.()6)　　( 1.04)
-0.050 ''　　-0.056 '.　　-0.055 ～.
-2 36 　　(12.41)　　(-2.38)
0. 005　　　　　　0. 004　　　　　(). ()()4
( I.64)　　( I.17)　　( 1.17)
0.49g ''+　　　　0.396 'H O.4Ol ''.
( 7.01)　　　( 5.54)　　　( 5.63)
-0.O61 ■■`　　10.0/18 ■■　　　-0.053　…
(-2 6n 　　(一2.03)　　(-2.25)
.()06　+　　　　0.006　+
( 1.67)　　　( 1.82)
0.359　…　　　　0.403　…
( 4.44)　　( 4.97)
0.094　…　　　　0.085　…
( 3.75)　　　( 3.39)
-().01() I.◆　　　-().OO9　…
(-2 4)　　(-2.57)
0.007　*◆
( 2.03)
0.399　…
( Ll.92)
().089　…
( 3.51)
-0.010　…
(-2.74)
(). ()49　　　　　　0. 032　　　　　　0. 027
( 0.66)　　( 0.42)　　( 0.35)
- O. ()96　　　　　　0. 004　　　　　　0. OO5
(-1.02)　　( 0.04)　　( 0.05)
-O.O98　　　　　-0.164　　　　　-O.HO
-o 87 　　(-1.44)　　(-0.94)
- .113　*　　　-0.167　日　　　-().131 *
1 4 　　(-ど.19)　　(-1.68)
0.Or)4　　　　　0.21() ◆暮●　　　　O.184　日
( 0.86)　　( 2.65)　　( 2.29)
0. 123　　　　　　0.()38　　　　　n.003
( 1 3 　　( 0.42)　　( ().()3)
ln (余業触模)　　　-1.14 …
(-8.13)
合成繊維比率　　　　0.65 …
( 2.78)
女性従業日比や　　　-1.49
(-1.44)
資本労働比率　　　　o.69.･◆
( ど.99)
般新&lL備ダミー　　ー1.428 -
(-5.12)
織布-ダミー　　　　1.031 -◆
( 4.4())
撚糸ダミー　　　　().417 ,4
( 2.51)
加｢ダミー　　　　().572 ≠≠
( 2.18)
二次製lilJダミー　　　ー(),737 1◆
(-2.29)
で‖)E繊維製造ダミー　-0.244
( -().88)
I.01 '''　　　-0.88O …　　　-1.()2 …　　　　　　　　　　　　　-1.137　…　　-1.O24　…
(-6.83)　　　(-7.72)　　(-6.71)
0.58　‥　　　　　　0.303　　　　　　0.69　…
( 2.38)　　　　( 1.52)　　　( 2.72)
-2.10　+　　　　　-2.119　…　　　-2.13　♯
(-1.92)　　　(-2.81)　　(-1.85)
U.13　*　　　　　　0.336　　　　　　O.46　+
( 1.(う9)　　　　( 1.59)　　　( 1.71)
-1.379　…　　　　　　　　　　　　　一1.338　…
(-4.62)　　　　　　　　　　　(-4.25)
l.309　~◆…　　　　　1.08r) …　　　1.306 '=
( 4.74)　　　　( 5.70)　　　( 4.62)
(-10.57)　　(-8.48)
1.79() …　　　1.694　…　　　1.660　…
( 6.05)　　( 8.47)　　( 7.約)
-3.H9() …　　　-I.298　　　　　-1.748　日
2 76 　　(ll.55)　　(-1.98)
1.991 …　　　1.O96　…　　　　O.920　暮`■
( 4.20)　　　( 5.26)　　　( 4.04)
.61r) H r).8()6 '''　　().9H4 '.'
( 2.51)　　　( 4.8O)　　　( 5.28)
().43O事･　　　　　0.235　◆　　　　O.481 …　　　　().371 '　　　0.592　■■■　　　0.622　…
( 2.48)
0.691 =
( 2.44)
-0.745　…
(-2.19)
-0.157
(-0.55)
( 1.74)　　( 2.62)
0.573　…　　　　0.702　=
( 2.61)　　( 2.37)
一O.803　●.'　　-0.8O2　日
(-2.69)　　(-2.21)
-().068　　　　-0. 122
(-0.29)　　(-0.41)
r I.75)　　( 4.42)　　( 4.35)
(). 5H7　　　　　　0. 274　　　　　　0. 3Of)
( 1.4())　　( 1.23)　　( 1.26)
-1.11LJ　+　　　10.6O2　日　　　-0.692 `■
( .95)　　(-2.09)　　(-2. 10)
-0. 214　　　　　　0.066　　　　　().255
(-().54)　　( 0.30)　　( 1.02)
100
17-1的･参入ダミー
50-5的-参入ダミー
r)T｢5!)牛参入ダミー
Ei()- (;4年'一審人ダミー
74-78年参入ダミー
勺齢
(年齢)-I
複数1二場ダミー　　　　　　　　　　-O.9O5 **オ　　　ー1.OHO ***　-().871 ***
ー0.923　***
(-2.66)　　　　卜4.53)　　(-2.57)　　　　　　　　　　　　　　　　　　(-3.27)
延数項　　　　　-2.51r) ***　-2.()27 ***　　　-1.591 **　　-2.()69 ***　　11.854　*　　-2.922 ***　一2.553 ***
(-3.57)　　(-2.74)　　　　ト2.55)　　(-2.62)　　　(-1.9.3)　　(14.77)　　(-3.96)
0.149　日　　　　0.153　…　　　　().147　+"　　　0.153　…　　　　　0.228　…　　　　0.181 …　　　　0.186　…
(21. 32)　　(21. 19)　　　(23. 8(J)　　(2(). (;O)　　　(35. 17)　　(26.95)　　(25.04)
サンプル･サイズ　　　　Ht)4　　　　　　891　　　　　1240　　　　　　804　　　　　　133O　　　　　1330　　　　　1330
企業数　　　　　　112　　　　　112　　　　　　125　　　　　112　　　　　　1-25　　　　　125　　　　　125
対数尤度　　　　140.H　　　　145.(J　　　　　　211.6　　　　128.8　　　　　-58.5　　　　　1.1　　　　10.()
尤度比検延
テスト1　　　　　　57.I -　　　　47.7 …　　　　132.2 ･･･　　　43.1 -　　　　　31.5-　　　　73.8".　　　56.8-
テスト2　　　　　1～ir).5 -　　　196.7 -　　　　　242.8 I.･　　180.3 -　　　　117.8 -　　　237.1 …　　　254.9 -
テスト3
業属性wuの係数Tが全てゼロであるという帰無仮説を検定した｡その結
莱,全ての式において有意水準1%で棄却された｡これは〟〟が不均一分
散を持つという仮定の下では,均一分散の仮定は適切でないことを意味し
ている｡以上の結果から判断する限り,本論文で採用した生産フロンティ
アと誤差項の仮定は妥当性を持つ｡
2　生産フロンティアの形状とTFPの要因分解
続いて,生産フロンティアの形状から技術変化の特徴を抽出する｡表7
で生産要素の一次の項に課したタイム･トレンドの多くは統計的に有意で
あり,非中立的な技術変化の存在を示している｡表8に各年の生産弾力性
(EX)と規模弾力性(e)の推移を示した36)｡まず資本の生産弾力性はマ
イナスでほぼ一貫して低下し, 68年以降は有意にマイナスである｡これは
資本が過剰投入されていることを意味する｡労働の生産弾力性は有意にプ
ラスであり, 73年まで低下した後に上昇に転じている｡逆にエネルギーの
生産弾力性は有意にプラスであり, 75年まで上昇した後に下落に転じてい
る｡つまり70年代前半までの技術変化は労働節約的な方向に進んだが, 70
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表8　生産弾力性および規模弾力性の推移
生産弾力性
資本(K)　　　　　労働(L)　　　　電燃料(E)
規模弾力性
(ど)
△ 0.057(-0.89)　　　0.556(10.08) -　　0.364( 5.56) -　　0.864(-　9.48) ･-
△ 0.052(-1.07)　　　0.473(ll.59)榊　　0.437( 8.82) -　　0.857(-12.32)叫書
△ 0.063(-1.67) *　　0.407(12.73) -　　0.506(13.05) -　　0.849(-14.98)叫♯
△ 0.082(-2.56) -
△ 0.101(-3.38)州
△ 0.109(十3.60) -
△ 0.117(-3.74) -
△ 0.118(-3.76) -
△ 0.157(-5.32) -
△ 0.190(-6.81) -
△ 0.185(-6.67) *･･
△ 0.210(-6.74) -
△ 0.209(-5.34) -*
△ 0.231(-4.47) -
0.360(12.46) -*　　0.563(16.83) -　0.840(-16.85)榊
0.327(ll.14) -　　0.604(18.39) -　0.830(-17.32) -
0.285( 9.19) ･･･
0.257( 7.95) -
0.238( 7.20) -
0.256( 8.05) -･
0.275( 9.03)仰
0.281( 9.01)榊
0.306( 9.02) -
0.331( 7.80) -
0.394( 6.99) -
0.656(19.44) -
0.691(19.75) -
0.712(19.93) -
0.720(21.66) -
.728(23.94) -
.722(24.54) -
.724(23.85) -～
0.708(18.63) -
0.668(12.91) -
0.831(-18.09) ･**
0.831(-18.46)叫書
0.831(-18.48) ･-
0.819(-18.56) -
0.813(-18.67) M
o.819(-18.03) ･･･
0.820(-17.05)叫事
0.830(-14.46)叫
0.831(-ll.60) ･･･
出典:表7の(HE8)式に基づいて筆者が計算した｡
備考:(1)生産弾力性,規模弾力性は各年のサンプルの幾何平均値で評価し,デルタ法を用い
て検定した｡
(2)括弧内は漸近t値である｡ *い, *+および*はそれぞれ有意水準lO/0, 50/0, 10%の
両側検定で統計的に有意であることを示す｡ただし,規模の弾力性(e)は帰無仮説
を｢e-1｣として検定した｡
年代半ば以降はエネルギー節約的な方向へ転換している37)｡これらの結果
はこの時期に過剰設備の存在が常態化していたこと, 60年代後半に開始さ
れた旧構造改善事業の下で労働からエネルギーへの代替が進んだこと,そ
して第1次石油危機後は一転してエネルギー節約的な技術が追求されたこ
とと整合的である｡規模弾力性は全ての年で統計的に有意に1より小さ
く,規模の不経済を示している38)｡
なお,資本生産性を改善させるためには要素集約度の変更,具体的には
労働からエネルギー-の代替が有効であった｡そのことは表7の構造パラ
メータの推定値からも確認できる｡資本の生産弾力性は
E君- PK +PKt ･t + (1/2) ･PKtl ･t2 +∑Z=K,L,EβKZInZ,I
で与えられる｡このうち,表7の多くの推定式でβLnはマイナス, βKEは
プラスで統計的に有意という結果が得られている｡これは労働投入を減少
???????????????
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表9　TFPの要因分角等
技術変化(△T) 規模の経済性　　技術効率性
(Scale)　　　(ATE)
.54 ( 3.61)
.80 ( 2.20)
.83 (-0.70)
.89 (-1.46)
.24 ( 1.20)
.63 ( 0.23)
.06 (-0.75)
.84 (-1.71)
.40 ( 0.49)
.19 ( 2.16)
.65 (-0.22)
単位:%
出典:表7の(HE8)式に基づいて筆者が計算した｡
備考:(1)各指標の定義は本文を参照せよ｡
(2)括弧内は漸近t値である｡検定方法はデルタ法を用いた｡日事, =および書はそれぞ
れ有意水準1%, 5%, 10%の両側検定で統計的に有意であることを示す｡
させ,エネルギー投入を増加させることにより,資本生産性を改善できる
ことを意味する｡
次に,生産性変化の要因を検討しよう｡表9にTFP成長率(ATFPt)
を外生的技術変化(ATE),規模の経済性(scalet)および技術効率性
(ATEl )に要因分解した結果を示した｡まずATFP,の変動を基本的に規
定しているのはATt　である｡ ATlは67-68年と76年, 79年にプラスで有
意であり,この時期に生産フロンティアは外側に拡大している｡逆に第一
次石油危機の前後はマイナスであり, 74年は有意である｡ scale,は規模の
不経済を反映して, 70年代前半までの生産拡大期にマイナス,その後の縮
小期は概してプラスである｡ ATEt　は73年まで一貫してプラスだが, 74年
以降はマイナスの年も観察される｡つまり,少なくとも73年まで技術効率
性は改善している｡これらの結果のうち, 70年代前半までの生産フロン
?
????????????????
??????????
?????? ????
???
???
?????
???????????????????
?????????????
???
?????? ????
?????
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表10　単調性,準凹性,規模の経済性のテスト
労働　電燃料　全条件
(L)　(E)　を充足
準凹性　　　　　　　　規模の経済性
別≦o IB2l≧O IB3I≦0　全条件　　e>1　e<1
を充足
規模
50万錘以上
10-50万錘
5 -lo刀錘
5万錘未満
全体　　　37.1　99.7　100.0　　36.8 0.3　　94. 1
検定不能　　　0.0　　0.0　　0.0　　0.0　　　0.5　　0.6　　0.6　　0.6　　　0.0　　0.0
単位:%
出典:表7の(HE8)式に基づいて筆者が計算した｡
備考:(1)検定は全ての観測点において行なった｡検定方法はデルタ法を用いた0
(2)単調性に関しては,帰無仮説を｢∂lnf///∂lnX-0｣ (Ⅹ=K,し,E)とし,有意水準
10%の両側検定で統計的に有意にマイナスか否かをテストした｡その結果,帰無仮説
が棄却されなかったサンプルの全サンプルに対する割合を計算した｡
(3)準凹性に関しては,帰無仮説を｢lB.I-o｣ (i=1, 2, 3)とし, i-1および
3の場合は統計的に有意にプラスか否か, i- 2の場合はマイナスか否かを,有意水
準10%の両側検定でテストした｡その結果,帰無仮説が棄却されなかったサンプル数
の全サンプルに対する割合を計算した｡
(4)規模の経済性に関しては,帰無仮説を｢E- 1｣とし,有意水準10%の両側検定で
統計的に有意に1より大きいか,または1より小さいかをそれぞれテストした｡その
結果,帰無仮説が棄却されたサンプルの全サンプルに対する割合を計算した｡
(5)規模別は精紡機運転可能錘数の前年末値に基づく｡
(6) ｢検定不能｣は,全サンプルのうち,計算が収束しなかったために検定できなかっ
たサンプルの割合である｡
ティアの拡大と技術効率性の改善はこの時期に実施された旧構造改善事業
の影響と考えられる｡
??
?????????????????????????
???????????????????? ????????????
???????
????
????
?????????????
??????????????????????????
????????????????????????????????
???????
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????????????????????????
??
?????
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最後に,生産関数の大域的な形状を検討しよう｡表10に単調性,準凹
性,規模の経済性に関する検定結果を示した｡検定は全ての観測点で行
なった｡まず単調性の全ての条件を充足するサンプルは全体の36.8%であ
る｡年別では, 60年代後半は4-6割が全条件を充足するのに対して, 75
年以降は19-27%に低下しており,年を追う毎に割合が減少する｡規模別
では50万錘以上のグループの97.7%が単調性の全条件を満たすのに対し
て, 5万錘未満のグループではわずか17.6%であり,規模が小さいほど割
合は減少する｡これは後半の時期ほど,また規模が小さいほど限界生産力
がマイナスなためである｡準凹性の必要条件の全てを充足するサンプルは
全体の7.1%しかない｡規模の経済性に関しては,全体の94.1%で規模の
不経済(E<1)が統計的に有意に認められ,規模の経済(E>1)が確認
されるサンプルはわずか0.3%である｡また,いずれの年も9割以上の企
業で規模の不経済が確認される｡ただし,規模別では5万筋以上10万錘未
満と5万錘未満のグループでは規模の不経済が100%観察されるのに対し
て, 50万錘以上のグループではわずか9.1%であり,逆に規模の経済が認
められる割合は9.1%である｡つまり,規模が大きくなるにつれて規模の
不経済は次第に弱まり,収穫一一定または収穫逓増に近づくことがわかる｡
この結果から次の4点が指摘できる｡まず表8で観察された資本の過剰
投入と規模の不経済は必ずしも大域的な性質ではない｡第2に,分析期間
の後半になるほど資本の過剰投入が多く観察されるが,これは経済環境の
変化と照らし合わせれば妥当な結果である｡第3に,規模の不経済は小規
模グループに多く観察される一方で,大規模グループでほとんど観察され
ない｡これは規模の不経済を解消するためには一定以上の規模の実現が必
要であることを示しており,紡績糸市場が典型的なガリバー寡占構造であ
ることと整合的である｡最後に,資本の過剰投入もまた小規模グループに
多く観察される｡これは小規模企業の生産拡大の手段として設備拡大は有
効ではなく,別の方策が必要であったことを示している｡
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3　技術効率性の決定因
次に,表7のFisher理想数量指数を用いたケースに絞り,技術効率性
の決定因を検討しよう39)｡企業属性のうち, ln (企業規模),参入時期ダ
ミー,年齢,複数工場ダミーの間には高い相関があり,早い時期に参入し
た企業ほど,また工場を複数保有する企業ほど規模が大きいという関係が
ある｡そこで,多重共線性に配慮して(1)参入時期ダミーまたは年齢を含め
たケースと除いたケース, (2)複数工場ダミーを含めたケースと除いたケー
スを推定した((HE2) ～ (HE6)式)｡まずln (企業規模)の符号は予
想通りマイナスであり,全ての式において有意水準1%で統計的に有意で
ある｡また複数工場ダミーの符号もマイナスであり,有意水準1%で統計
的に有意である((HE3) ･ (HE5)式)｡つまり,規模が大きく工場を複
数保有する企業ほど技術効率性は高い｡他方,参入時期ダミーはいずれも
有意ではない((HE4) ･ (HE5)式)｡ただし,十大紡をサンプルから除
外した(HE6)式では年齢の一次の項の符号はマイナスで, 10%水準で
有意である40)｡これは先発の企業ほど技術効率性が高いことを示してお
り,経験を通じた習熟効果の存在がうかがわれる｡以下ではln (企業規
模),複数工場ダミーを含んだ推定式を中心に考察する｡
合成繊維比率の符号は予想に反してプラスである｡ただし,複数工場ダ
ミー,参入時期ダミー,年齢を含めた場合,その有意性は大きく落ちる｡
女性従業員比率の符号はマイナスであり,全ての式で統計的に有意である
((HE2) ～ (HE6)式)｡これは女性従業員比率が高いほど技術効率性
が高いことを意味し,女性従業員が多いほど柔軟な雇用調整が可能である
という仮説と整合的である｡資本労働比率の符号は予想に反してプラスで
ある｡ただし, (HE2) ･ (HE4)式では1%水準で有意であるものの,複
数工場ダミー,参入時期ダミーまたは年齢を含んだ(HE2) ･ (HE5) ･
(HE6)式では有意性は大きく落ちる｡最新設備ダミーの符号は,期間
を1970-79年に短縮した(HE9) ･ (HEIO)式では, 1%水準で有意にマ
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イナスである｡従って,最新設備の導入は技術効率性を高める｡合成繊維
製造ダミーの符号は有意でない｡その他の繊維事業ダミーのうち,予想通
り符号がマイナスなのは二次製品ダミーのみであり, 1%または5%水準
で有意である｡逆に織物ダミー,撚糸ダミーおよび加工ダミーの符号はプ
ラスである｡従って,技術的外部効果は二次製品に関してはプラスである
が,その他の事業はマイナスとなっている｡
一般に,パラメータに制約を課した上で推定を行なった場合,もしその
仮定が真であれば推定されたパラメータの有効性は改善される｡そこで,
(HE5) ･ (HE6)式において有意水準10%で統計的に有意でない企業属
性のうち漸近t値が低いものから順に,係数がゼロであるという帰無仮説
を尤度比検定に基づいて検定し,棄却されない場合は推定式から順次除い
ていった｡その結果,最終的に(HE7) ･ (HE8)式が選択された｡なお,
参入時期ダミーのうち残ったのは47-49年と50-54年のみであり,その符
号はいずれもプラスである41)｡
さて,生産フロンティアの形状には明確な技術変化が確認された｡従っ
て,技術効率性の決定因も時期によって異なる可能性がある｡そこで分析
期間を66-70年, 71-73年, 74-79年の3つに分割し,期間別の推定を行
なった42)｡ただし,多重共線性が深刻なため,生産要素の一次の項のタイ
ム･トレンドを係数ダミーに変更し,更に参入時期ダミーと年齢を除い
た43)｡表11に66-70年と71-73年の結果を,表12に74-79年の結果を掲げ
た｡また,先程と同じ手順で変数の選択を行なった｡
まずln (企業規模),織物ダミーおよび複数工場ダミーに関しては, 3
つの期間全てでほぼ同様の結果が得られた｡ ln (企業規模)の符号はマイ
ナスであり, 66-70年は1%水準で有意である｡ 71-73年も(HElb) ･
(HE3b)式では有意ではないものの,企業規模と相関の高い複数工場ダ
ミーを除いた(HE2b)式ではマイナスで有意である｡ 74-79年も1%水
準で有意である｡織物ダミーの符号は全ての期間でプラスで有意である｡
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表11推定結果:不均一分散付き確率生産フロンティア･モデル, 1966-
70, 71-73年
(HEl a)　　(HEZa)　　(HE3a)　　　(HE〕 b)　　(HE2b)　　(HE3b)　　(HE4b)
lnK･t年ダミー
1nK･t,+1年ダミー
1nK･t十2年ダミー
lnK･t+3年ダミー
0.1()7　　　　　0.112　　　　　0. 118　　　　　-0.043
( I.06)　　( 1.15)　　　日.20)　　　卜0.54)
0.087　　　　　0.105　　　　　0.107　　　　　-0.112
( 0.85)　　( 1.04)　　( 1.07)　　　(-1.47)
0. 083　　　　　0. 081　　　　0. 080　　　　　　0. 05()
( 0.92)　　( 0.92)　　( ().91)　　　( 0.52)
0.026　　　　　0.023　　　　　0.024
( 0.33)　　( 0.3O)　　( 0.32)
lnK･t+4年ダミー　　　0.030　　　　0.042　　　　0.043
( O.38)　　( O.56)　　( O.58)
1nL･t午ダミー　　　　　O.456 ･-　　　0.455 -　　　0.449 ･･･　　　0.144
( 5.22)　　( 5.4())　　( 5.32)　　　( 1.88)
lnL･t+1年ダミー　　　0.449 -　　　O.447 -　　　O.447 -　　　　0.181
( 6.24)　　( 6.35)　　( 6.33)　　　( 2.30)
lnL.t+21トダミー　　　0.407 -　　　O.401 -　　　0.403 -　　　　0.145
( 5.45)　　( 5.65)　　( 5.61)　　　( 1.48)
lnL･t+3年ダミー　　　0.379 -　　　0.364 -　　　0.361 -
( 4.99)　　( 4.91)　　( 4.87)
lnL･t+4年ダミー　　　0.301 ･･･　　0.275 "･　　0.271 ･-
( 4,2())　　( 3.96)　　( 3,90)
lnE･t勺ダミー　　　　0.352 -　　　0.351 -　　　0.349 -
( 3.15)　　( 3.24)　　( 3.20)
1nE･t+1年ダミー　　　().366 -　　　0.353 ･･･　　0.351 -
( 3.61)　　( 3.54)　　( 3.52)
lnE･t+2年ダミー　　　0.412 -　　().422 -　　　0.421 -
( 4.55)　　( 4.77)　　( 4.74)
0.783 .''
( 9 07)
0.806 …
(10 18)
0.687　…
( 8 03)
lnE･t+3 1f:･ダミー　　　().469 -　　().488 ･A･　　0.488 -
( 5.30)　　( 5.60)　　( 5.60)
lnE･t+4年ダミー　　　O.524 -　　().540 -　　　0.542 -
( 6.39)　　( 6.74)　　( Ei.77)
(lnK)2　　　　　　0.720 -　　().649 -　　　O.636 ･暮･　　　0.285
( 3.44)　　( 3.39)　　( 3.31)　　　( 2.27)
(lnL)～ o.591 -　　().591 -　　　0.599 -　　　　0.157
( 5.]5)　　( 5.28)　　( 5.3t;)　　　( 0.85)
(lnE)2　　　　　-o. 31 1　　　-0.280　　　　-(). 293　　　　　　O. 255
(-1.26)　　(-1.24)　　(-1.29)　　　( 0.93)
lnK･lnL　　　　　-0.823 -　　-0.771 -　　-().771 -　　　-0.01Ll
(-5.96)　　(-6.O6)　　(-6.02)　　　(-0.09)
lnK･lnE 0. 233　　　　(). 247　　　　　0. 264　　　　　-0. 157
( 1.19)　　( 1.39)　　( 1.49)　　　ト1.04)
lnL･lnE 0. 113　　　　　0.()68　　　　　n.∩60　　　　　-0. 164
( O.76)　　( 0.46)　　( 0.41)　　　(-0.76)
-0.061　　　　　0.025　　　　-0.009
(-0.76)　　( 0.33)　　(-0.13)
-O.140　*　　　一0.053　　　　-0.069
(-1.87)　　(-0.76)　　(-1.00)
-0.()21　　　　(). 136　◆　　　　0. 129
(10.21)　　( 1.72)　　( 1.65)
0.17(1 = 　　　0.149　日　　　　0.165
( 2.19)　　(i.98)　　( 2.22)
0.2O8 '''　　　O.162 "　　　0.165
( 2.65)　　( 2.30)　　( 2.33)
O. 216 ..　　　0.09R　　　　　(). 1OCI
( 2.23)　　( 1.20)　　( 1.23)
0.768　…
( 8.87)
0.797 '''
( 9.94)
0.678　暮●◆
( 7.93)
0.74() …
( 8.85)
0.795　…
(10.37)
0.675　日
( 8.05)
().751 …
( 8.98)
0.800　…
(10.4())
∩.667　◆●'
( 7.87)
0.273 '' 　　0.4()0　…　　　().422　…
( 2.ll)　　( 3.16)　　( 3.50)
0.157 　　 () 74　　　　　0.176
( ().85)　　( ().95)　　( 0.97)
0,111　　　　　0.233　　　　　0.252
( 0.40)　　( 0.90)　　( 0.98)
-0. 11　　　　- 99　　　　-0.113
(-0.70)　　(-0.63)　　(-0.75)
-0.066　　　　-0.～(17　　　　-0.236　+
(-().41)　　(-I.58)　　(-1.85)
-0.080　　　　-0.095　　　　-0.070
(-0..r37)　　(-().46)　　(一0.34)
1n (介業塩梅) 1.250 …　　-0.994州　　-0.961 …　　　-0.516　　　　-0.812 -　　　O.440
(-3.64)
介成繊維比や　　　　1.59 ･･･
(-3.05)
女性従業員比率　　　-5.048 ･･
(-2.00)
･ft本労働比津I1　　　- 0. 583
(-1.45)
般新段備ダミ-
織物ダミー　　　　().608 ･･
( 2.06)
撚糸ダミー　　　　　0.321
( I.16)
加Lダミー　　　　　　0.579
( 1.25)
二次臥["llダミー　　　　ー2.38
(-o.68)
ト3.O5)　(-3.()9)　　　(一1.49)　　(-2.85)　　( 0.()8)
-1.858 …　　-】.786 …　　　　1.814 ･◆　　　1.520 ･･　　　2.152 ･･　　　2.438 ･･･
(-2.94)　　(-2.99)　　　( 2.52)　　( '2.39)　　( 2.33)　　( 3.Ol)
~6.546 …　　-6.429 ●'　　　　-9.73 …　　　-8.07 =　　-14.44 '''　　-13.86 -
(12.68)　(十2.54)　　(-3. 14)　　ト2.72)　　卜3.50)　(13.82)
-0.879 '◆　　　-0.85O M　　　　1.298　　　　1.038　　　　　3.643 -　　　　3.665 -
(-2.O6)　　(-2.02)　　　( 1.20)　　( 1.41)　　( 2.29)　　( 2.74)
-0.921　　　　-2.272
(-1.38)　　(-1.56)
LO15　…　　　().975　…　　　　1.616 ▲`　　1.n6号)
( 3.04)　　　( 3.O())
0. 35′暮　　　　　(). 349
( 1.23)　　( 1.24)
O.664　　　　　　0.614
( 1.45)　　( 1.36)
-3.921　　　　-3.301
(-1.06)　　(-0.9())
( 2.35)　　( 2.15)
1.045 `■　　　　0.864
( 2.2肖)　　( 2.05)
0.443　　　　　　0.697
( ().61)　　( I.18)
-0. 2(J5　　　　-0.427
(-0.28)　　(-0.51)
2 053 '■　　　　2.289　日
( 2.14)　　( 2.49)
0.466
( 0.72)
0.762
( 0.84)
0.059
( 0.04)
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合成繊維製造ダミー　　　0.O61　　　(). 352
複数Ⅰ二協ダミー
'定数項
( 0.12)　　　( 0.62)
-1.822　…　　　-1.658
(-2.16)　　(-2.33)
10. 441　　　　　0.日47　　　　　0.883
(-0.27)　　( 0.50)　　( 0.51)
-I.194　　　　-I.206　　　　-1.459
(-1.14)　　(-I.45)　　(-O,84)
-1.807　　　　　　　　　　　　　-2.629　　　　-4.5()7　*
(-1.42)　　　　　　　　　　(-1.29)　　(-1.79)
1.681　　　　　0.813　　　　　4.241　　　　　3.625　*
( 0.84)　　( 0.15)　　( 1.61)　　( 1.67)
O.148 …　　　().15() '''　　　0.148 '''　　　().153 …　　　0.148 …　　　0.158 -　　().16() -
(14.45)　　(17.77)　　(16.鍋)　　　(15.72)　　(13.47)　　(Zr).84)　　(21.42)
サンプル･サイズ　　　　536　　　　　536　　　　　536　　　　　　2H2　　　　　282　　　　　282　　　　　282
企業数　　　　　　1 18　　　　　118　　　　118　　　　　　1OO lt)0　　　　　100　　　　　100
対数尤便　　　　148.0　　　　155.3　　　　155.0　　　　　　91.9　　　　　93.3　　　　　96.0　　　　　93.1
尤使比検'iE
テスト1　　　　138.4　…　　134.7　-　　135.7　-　　　　21.3　-　　　20.9　-　　　21.8　-　　　22.6　-
テスト2　　　　　　　　　　　　　　0.4　　　　　　4.3　事.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5.9
注:(1)推定期間は(HEla) ～ (HE3a)式が1966-70年, (HElb) ～ (HE4b)式が1971
- 73年である｡
(2)括弧内は漸近t値である｡ H', ''および書はそれぞれ有意水準1%, 5%, 10%の両
側検定で統計的に有意であることを示す｡
(3)年次ダミーの推定結果は割愛した｡
(4)尤度比検定の統計量はカイ二乗分布に従う｡自由度は帰撫仮説の制約の数であ
る｡ …*, …および*はそれぞれ有意水準1%, 5%, 10%で統計的に有意であること
を示す｡帰撫仮説は次の通り｡
テスト1 Ho:全てのβ1,-0 (i,j=K,L,E),
テスト2 (HE2a)式Hり:† (合成繊維製造ダミー) -0,
(HE3a)式H｡:† (二次製品ダミー) -0,
(HE3b)式H(-:γ (ln (企業規模)) -† (最新設備ダミー)
-†(撚糸ダミー) -†(加工ダミー) -†(二次製品ダミー)
-†(合成繊維製造ダミー) -0,
複数工場ダミーも66-70年, 74-79年ではマイナスで有意であり, 71-73
年も最終的に選択された(HE4b)式ではマイナスで有意である｡
他方,その他の企業属性に関しては大きな違いが確認された｡合成繊維
比率の符号は66-70年では予想通りマイナスで有意である((HE2a)
式)｡しかし, 71-73年では逆にプラスで有意であり((HE3b)式) , 74-
79年はプラスで有意または有意でない((HE3C)式･ (HE3C')式)｡これ
は以下のように解釈できる｡合成繊維の利用は製品の多様化やノウハウ･
知識の獲得を通じて, 60年代後半は技術効率性の改善をもたらした｡しか
し, 70年代以降はその効果は消失した｡
女性従業員比率の符号は, 66-70年と71-73年はマイナスで有意である
が, 74-79年は有意でない｡すなわち,若年女性労働が技術効率性にプラ
スの影響を与えたのは70年代前半までである｡短期雇用の若年女性をバッ
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表12　推定結果:不均一分散付き確率生産フロンティア･モデル, 1974-79年
(HEIc)　(HE2C)　(HE3C)　(HE4e) (HEIc')　(HE2C')　(HE3C')　(HE4C')
lnX･七年ダミー　　ー0,175･･ 10.190-　-0.190･･　-0.183･･
(-2.19)　(-2.56)　(-2.54)　(-2.55)
lnX･t+1年ダミー　10.140･･　-0.161･･･ -0.162-　-0.150･･
(-2.23)　(-2.70)　(-2.67)　(-2.47)
lnX･七十2年ダミー　ー0.221-　-0.284･･･ -0.278-　-0.253-
卜3.05)　(-4.10)　(-3.95)　(-3.72)
lnX･t+3年ダミー　ー0.150･･　-0.184-　-0.187･･･　-0.162･･
卜2.01)　(-2.67)　卜2.70)　卜2.40)
-0.146.'　-0.158 '.　10.164 '"　-0.155 ''
(-2.24)　(-2.56)　(-2.59)　(-2.49)
-0.232…　-0,278…　-0.276･･･　-0.267-
(-3,06)　(-3.83)　(-3.77)　(-3.70)
-0.159 ●●　　-0,177 '●　　-0.187 …　-0.174 ･･
(-2.06)　(-2.46)　(一2.60)　(-2.46)
lnX･t+4年ダミー　ー0.219日　-0.273･･･ -0.276-　-0.234-　　-0.233･･　-0.267-　-0.279･･･ -0.257-
(12.28)　(-3.12)　卜3.12)　(-2.83)　(-2,34)　(-2.94)　(13.04)　(-2.93)
lnK･t+5年ダミー　ー0.239･. 10.307･･･ -0.303･･･ -0,254-　　-0.260-　10.306･･･ -0.313･･･ -0.283･･･
(-2.54)　(-3.42)　(-3.34)　(-3.01)　　卜2.64)　(-3.26)　(-3.32)　(-3.14)
lnL･t年ダミー　　　0.334 ･･･
( 3.70)
lnL･t+1年ダミー　　0.298 ･･･
( 3.45)
lnL･t+2年ダミー　　0.269 -
( 3.02)
lnL･t+3年ダミー　　0.308 -
( 3.00)
lnL･t+4年ダミー　　0.295 -
0.406　…
( 4.37)
0.357　…
( 4.ll)
0,335　…
( 3.70)
0.391 ●◆●
( 3,81)
0.388 …
( 4.17)
0,358　…
( 4.06)
0.345 =
( 3.79)
0.393　=
( 3.81)
0.370　●●●
( 4.14)
0.324　●…
( 3.79)
0.309　日
( 3.60)
0.355　●●●
( 3.63)
0.318　日
( 3.54)
0.295　…●
( 3.14)
0.332 …
( 3.02)
0.433日　　0.434 …　　0.375 …　　　0.331
( 2.30)　( 3.40)　( 3.41)　( 3.18)
lnL･什5年ダミー　　0.320 -　　0.447 -　　0.447 ･･･　0.396 -
( 2.76)
lnE･t年ダミー　　　0.650 -
( 6.47)
lnE･t+1年ダミー　　0.637 ･･･
( 8.48)
lnE･t+2年ダミー　　0.724 -
( 9.13)
lnE･t+3年ダミー　　0.599 -
( 6.87)
lnE･t+4年ダミー　　0.682 -
( 7.49)
lnE･十5年ダミー　　　0.695 -
( 8.00)
(lnK)2　　　　-0.016
( 3.74)
0.589　…
( 6.06)
0.592　●●'
( 8.00)
0.721 …
( 9.24)
0.553　…
( 6.53)
0.603　…
( 6.87)
0.640 …
( 7.52)
( 3.75)
0.603　●''
( 6.ll)
0.591 …
( 7.84)
0.702　…
( 8.93)
0.553　日'
( 6.43)
0.602　=
( 6.80)
0.632　…
( 7,37)
( 3.62)
0.605　…
( 6.12)
0.603　…
( 8.05)
0.706　日'
( 9.04)
0.558日
( 6.62)
0.611 …
( 6.94)
0.624　●●'
( 7.24)
-0.121　　　-0.104　　　-0.130
(10.20)　(-1.56)　(-1.32)　(-1.65)
(lnL)2　　　　- 0. 020
(-0.13)
(lnE) 2　　　　- 0. 097
(-0.71)
lnK･lnL　　　　- 0. 082
(-0.80)
lnK･lnE 0. 194
( 1.85)
lnlノlnE　　　　- 0. 023
0. 157　　　　0. 149　　　　0.090
( 0.93)　( 0.88)　( 0.56)
一0.263 ●'　-0.202　　　-0.147
(12.09)　(-I.54)　(-1.13)
-0.196 ●●　　-0.173　*　　-0.094
(-1.96)　(-1.69)　(-1.02)
0.363　日'　　0.376 '''
( 4,03)　( 4.09)
0.343日　　0.365 …
( 3.61)　( 3.82)
0.392 …　　0.406 …
( 3.60)　( 3.72)
0.438日　　0.458 …
0.331 …
( 3.80)
0.326　日
( 3.61)
0.374 '''
( 3.56)
0.405　…
( 2.45)　( 3.27)　( 3.42)　( 3.22)
0.358 …　　0.458 ●◆●　　0.475 …　　0.435 -
( 2.87)　( 3.61)　( 3.76)　( 3.64)
0.622 …　　0.582 …
( 8.10)　( 7.68)
0.708 …　　0.705 ●=
( 8.74)o　　( 8.76)
0.584　…　　　0.542　●`■
( 6.47)　( 6.16)
0.660　…　　　0.589　…
( 7.10)　( 6.48)
0.678 ●'●　　0.625 …
( 7.63)　( 7.07)
0.575　日'
( 7.39)
0.681 ●●●
( 8.40)
0.541 …
( 6.07)
0.581 …
( 6.37)
0,613 …
( 6.93)
0.603　日
( 8,05)
0.703　日
( 8.95)
0,552　…●
( 6.40)
0.604　…
( 6.73)
0.616 '''
( 6.93)
ー0.002　　　-0.099　　　-0.075　　　-0.095
(-0.02)　(-1.17)　(-0.88)　(ll.10)
0.028　　　　0. 175　　　　0. 185　　　　0. 155
( 0.15)　( 0.94)　( 1.00)　( 0.84)
-0.121　　　-0.252　*　　-0.195　　　-0.183
(-0.86)　(-1.90)　(-1.45)　卜1.36)
-0.130　　　-0.215 "　-0.211 +　　-0.165
(-1.17)　(ll.99)　(-1.94)　(-1.56)
0.394 1..　0.359 '.'　0.312 '''　　0.229 1'　　0.394 '･･　0.368 ･･･　0.349 ･･･
( 4.04)　( 3.52)　( 3.25)　　( 2.07)　( 3.78)　( 3.44)　( 3.31)
-0.063　　　-0.084　　　-0.098　　　　-0.030　　　-0.070　　　-0.092　　　-0.096
(-0.22)　(10.58)　(-0.77)　(-0.89)　(-0.26)　(-0.59)　(-0.77)　(-0.80)
ln (企兼規模)
合成繊維比準
女性従業Ll比率
資本労働比率
殺新設備ダミー
鈍物ダミー
10.802　日'　11.176　日'
(-4.70)　(-6.86)
0.591 *　　　0.671日
( 1.84)　( 2.18)
1. 596　　　　1.575
( 1.17)　( 1.18)
0. 253　　　　0. 346
-0.989…　-1.034　…
(-5.09)　(-6.45)
0.467
( 1.36)
0. 937
( 0.61)
一0.107
( 0.67)　( 1.18)　(-0.28)
-2.0191.'　-1.993◆●●　12.025日'
(-5.15)　卜4.62)　(-5.14)
1.437 '''　1.204日'　1.710 '''　1.812 ･･･
( 3.06)　( 3.66)　( 3.33)　( 4.90)
-0.805 '''　-1.24日　　-1.02 ･･･　-1.16 ･･･
卜4.18)　(-6.38)　卜4.58)　(-6.27)
0.85.'　　0.92 '.'　　0.72　書　　　0.70 ･･
( 2.41)　( 2.61)　( 1.80)　( 1.98)
2.708　*　　　2.47　　　　　2.07
( 1.71)　( 1.53)　( 1.12)
0.080　　　　　0.36　　　　-0, 30
( 0.17)　( 1.09)　(一0.58)
-2.060●●●　-2.146…　-2.139-
卜4.53)　(-3.90)　(-4.49)
1.671日　　1.32 …　　　2.09 …　　　2.08 ･◆･
( 2.88)　( 3,48)　( 3.06)　( 5.12)
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撚糸ダミー
加1-ダミー
0. 174　　　　0. 240　　　　0.246　　　　　　　　　　　　().091　　　　0. 256　　　　0. 187
( 0.71)　( 1.()3)　( 0.95)　　　　　　　　　( 0.33)　( O.95)　( 0.57)
0.838 tt O.209　　　1).529　　　　　　　　　　　　　0.衿45　*　　　　U. 17　　　　　0.5!)
( 2.01)　( O.56)　( 1.17)　　　　　　　　　( 1.76)　( 0.39)　( 1.0釦
一次製1'lIlダミー　　一日)34 ･･　-0,712　*　　-O.7EIJl ･　　　　　　　　　　-1.lO ､･　-0.767　　　-O.851
(-2.32)　(-1.71)　(-1.66)　　　　　　　　(-2.ll)　(-1.()1)　(-1.53)
合成粗雑製造ダミー　　0.-231　　-0. 100　　　(～.06O　　　　　　　　　　(). 354　　　-O.()()1　　　0.246
複数†二域yミー
'ii:数Jl'l
( 0.61)　(-().28)　( 0.15)　　　　　　　　　　( 0.84)　( ().()O)　( 0.53)
-I.840　…　　　　　　　　　　-I.458　*　　-i.356　■◆　　　-'2.022　…　　　　　　　　　　-I.924　*　　-1.369 ''
(-2.fH)　　　　　　　　ト1.I)())　　ト2.15)　　卜2.37)　　　　　　　　ト1.8())　ト2.36)
-1∴j3tJ ･'･　-4.315…　-3.7約･◆十　-3.063　人`■　　　一5.17　小　一5.085…　-4.742 '''　-3.395…■
卜4.57)　(14.49)　卜3.6O)　卜10.21)　　(-4.r)1)　(-′1.36)　(-3.62)　(-～).(13)
().16O　…　　().153　W　　(). 159　+"　().1(;3　…　　　　り.163 '''　().158　…　　().L66　…　　　0.164 ''十
日4. 30)　(1()∴j3)　( 14. 8())　(10. 41)　　(13. 41)　(15. 3())　(14. 23)　(15. (i4)
サンプル･サイズ　　　　512　　　　　512　　　　　512　　　　　512　　　　　　422　　　　　422　　　　　422　　　　　422
企業数　　　　　　1()()　　　10O 1()()　　　1()()　　　　　　tJH　　　　　98　　　　　98　　　　　98
対数九度　　　　　49.～)　　　59. ()　　(;Lj. 5　　　　59. 7　　　　　Li5. 4　　　　41. 8　　　　46.8　　　　43. 5
心妊比検'jii
テスト1　　　　　,1tJ.4　-　　　27.1 -　　18.2　-　　　33.1　　　　lO.r)　　　　3日.7 …　　　　6.7　　　　　22,5寸…
テスト2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7.7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6.5
注:(1)推定期間は(HEIc) ～ (HE4C)式は1974-79年, (HEIc') ～ (HE4C')式は1975
-79年であるD
(2)括弧内は漸近t偶であるo　***, *+および*はそれぞれ有意水準1%, 50/0, 10%の両
側検定で統計的に有意であることを示す｡
(3)年次ダミーの推定結果は割愛した｡
(4)尤度比検定の統計昼はカイ　二乗分布に従う｡日｢H度は帰無仮説の制約の数であ
る｡書目, **および*はそれぞれ有意水準1%, 5%, 10%で統計的に有意であること
を示す｡帰無仮説は次の通り｡
テスト1 Hり:全てのβ｡=0 (i,j=K,し,E),
テスト2 (HE3C)式Hn:γ (合成繊維比率) -† (女性従業員比率)
-†(資本労働比率) =Y腰糸ダミー) =Y(加Tダミー)
-†(二次製品ダミー) -†(合成繊維製造ダミー) -0
(HE3C')式H‖:† (女性従業員比率) -† (資本労働比率)
-†(撚糸ダミー) -Y(加工ダミー)
-†(二次製品ダミー) -†(合成繊維製造ダミー) -0
ファーとして用いる伝統的な雇用調整の手法は70年代半ばを過ぎると有効
に機能しなくなったと考えられる｡
資本労働比率の符号は, 66-70年は予想通りマイナスで有意である
が, 71-73年と74-79年はプラスで一部有意である｡つまり,資本労働比
率が技術効率性にプラスの影響を与えたのは60年代後半のみである｡この
結果は技術変化の方向と照らし合わせると理解しやすい｡ 60年代後半は労
働節約的な技術変化が生じたため,資本集約度の高い企業ほど技術効率性
は改善された｡しかし, 70年代にエネルギー節約的な技術が志向されるよ
うになるとその効果は失われた｡
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最新設備ダミーは, 71-73年は有意ではないが, 74-79年は予想通りマ
イナスに有意である｡これは70年代半ば以降,最新設備の導入が技術効率
性を改善させたことを意味する｡その他の繊維事業ダミーのうち,合成繊
維製造ダミーは一貫して有意でない｡撚糸ダミーと加工ダミーは一部の推
定結果においてプラスで有意であるものの,最終的に選択された推定式で
は全ての期間で有意でない｡二次製品ダミーは66-70年と71-73年は有意
でないが, 74-79年の(HEIc) ･ (HEIc')式ではマイナスで有意であ
る｡ただし,最新設備ダミーを含めると有意性は大きく落ちる｡これは最
新設備を導入した企業が同時に二次製品生産にも進出したためだと考えら
れる｡結局,正の技術的外部効果が確認されたのは二次製品生産のみで
あった｡
ここまでの結果を要約すれば次の3点となる｡ (i)全ての期間において,
企業規模と複数工場の保有は技術効率性と正の関係にある｡ (2)繊維原料の
合成繊維への転換,若年女性労働を用いた雇用調整,および資本装備率の
改善は,少なくとも60年代末までは技術効率性を高める有効な手段であっ
たが,その効果は70年代に入ると次第に弱まった｡ (3)紡績業の衰退が本格
化した70年代半ば以降は,最新設備の導入や二次製品生産の有無が技術効
率性の決定因として重要となった｡
最後に,構造改善事業の評価と関連して次の2点を指摘しておこう｡ま
ずIH構造改善事業が国際競争力の維持･改善を目指して企業規模の適正
化,設備近代化,労働生産性の改善に着日したことは最終目標と安定的関
係にある操作目標を選んだという意味で適切であった｡実際,本論文では
企業規模,新規設備の導入,資本労働比率が技術効率性の決定因として重
要であることが確認された｡また新構造改善事業は利用率が低いという問
題はあったが,新商品･新技術の開発を目標として掲げたこと自体は適切
であった｡そのことは70年代後半に二次製品生産と最新設備の有無が生産
性の決定因として重要となったことから裏付けられる｡
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表13　技術効率性の大きさ,分布
推定式　　　　　(HO芝) (HO2U) (HE5) (HE8) (HE5U) (HE2a) (HE4b) (HE4C) (HE4C')
cfl▲の仮定
L･::.I:ウ　　　T :..:ti･･(
詣er 7芸JL謡er ,, 7芸JL謡er
66-79　　',　　　'/　　　',　　　',　　66-70　71173　74179　75-7g
サンプル･サイズ
平均
メディアン
最大値
般小偵
標準偏差
変動係数
1330
0. 847
0. 856
0. 962
0. 520
0. 064
0.075
536　　　282
0. 869　　0. 944
0. 904　　0. 977
0. 983　　1. 000
0. 186　　0.453
0. 120　　0. 087
0. 139　　0. 092
512　　　422
0. 842　　0. 841
0. 884　　0. 889
0. 991　　0. 993
0. 246　　0. 217
0.145　　0.151
0.172　　0. 179
出典:表6 ･ 7 111･12に基づき筆者が計算した｡
表14　技術効率性の間の相関係数
(1)ouの仮定と生産量の定義による違い
(HO2)　(HO2U)　(HE5)　(HE8)　(HE5U)
(HO2)
(HO2U)
(HE5)
(HE8)
(HE 5U)
1.000
0. 902　　　　1.000
0. 768　　　　0. 680　　　　1.000
0. 770　　　　0. 682　　　　0. 998　　　　1. 000
0. 718　　　　0. 791　　　　0. 911　　　　0.907　　　　1. 000
(2)推定期間による遠い
(HE 2a)　(HE4b)　(HE4C)(HE 4 C')
(HE 8 )　　0. 963　　　0. 599　　　0.962　　　0. 962
出典:表6 ･ 7 ･11･12に基づき筆者が計算した｡
備考:(1)は66-79年の全サンプル, (2)は66-70, 71-73, 74-79, 75-79年の各期間のサンプ
ルに基づき相関係数を計算した｡
4　技術効率性の測定結果
最後に,技術効率性の測定結果を検討する｡ここでは測定方法と変数の
選択による測定結果の違いを検討しつつ,技術効率性の大きさと分布にみ
られる特徴を明らかにする｡表6 ･ 7 ･11･12で得られた主な結果に基づ
き表13に技術効率性の大きさと分布を,そして表14に相関係数を掲げた｡
まず66-79年の結果のうち技術効率性に均一分散を仮定したケース((HO
2) ･ (HO2U)式)と不均一分散を仮定したケース((HE5) ･ (HE5U)
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ??????
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表15　技術効率性の大きさと分布
年　　　　66　　　　67　　　　68　　　　69　　　　70　　　　71　　　　72
平均　　　0. 835　　　0. 842　　　0. 843　　　0. 846　　　0. 849　　　0. 859　　　0. 862
メディアン　　0.872　　　0.877　　　0.880　　　0.877　　　0.887　　　0.884　　　0.892
最大値　　0.968　　　0.969　　　0.972　　　0.971　　0.972　　　0. 974　　　0. 973
最小値　　0. 306　　　0. 287　　　0. 355　　　0.448　　　0.331　　0.396　　　0.375
標準偏差　　0.125　　().121　　0.118　　　0. 117　　　0.121　　0.104　　　0.105
変動係数　　0. 150　　　0. 144　　　0. 140　　　0. 139　　　0. 143　　　0. 122　　　0. 122
分布(企莱数, %)
90-100%　41( 36.0) 42( 38.5)
80190%　42( 36.8) 40( 36.7)
70-80%　15( 13.2) ll(10.1)
60-70%　8( 7.0) 13(ll.9)
50-60%　6( 5.3)　0( 0.0)
40-50%　1( 0.9)　2( 1.8)
42(39.3) 0(47.2) 43(43.0)
36( 33.6) 30( 28.3) 35( 35.0)
15(14.0) 4( 13.2) ll(ll.0)
8( 7.5)　4( 3.8)　6( 6.0)
4( 3.7)　5( 4.7)　2( 2.0)
1( 0.9)　3( 2.8) 1( 1.0)
41( 42.7)
38( 39.6)
12( 12.5)
1( 1.0)
2( 2.1)
1( .0)
40  42.1
39( 41.1
9  9 5
4( 4.2)
( 1.1)
1( 1.1)
30-40%　1( 0.9)　0( 0.0) 1( 0.9)　0( 0.0)　2( 2.0) 1( 1.0) 1( 1.1)
20-30%　0( 0.0) 1( 0.9)　0( 0.0)　0( 0.())　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)
10-20%　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)
0-10%　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)　0( 0.0)
計　　114(100.0) 109(100.0) 107(100.0) 106(100.0) 100(100.0) 96(100.0) 95(100.0)
73　　　　　　　74　　　　　　　75　　　　　　　76　　　　　　　77　　　　　　　78　　　　　　　79
0. 851　　　　0. 840
0.891　　　　0.878
0.975　　　　　0.972
0.381　　　　0. 291
0. 119　　　　　0.136
0.140　　　　0.161
0. 840　　　　0. 836　　　　0. 830　　　　0. 827　　　　0. 823
0. 881　　　　0. 881　　　　0. 889　　　　　0. 887　　　　　0. 890
0.978　　　　　0. 978　　　　　0. 968　　　　　0.970　　　　　0. 972
0. 198　　　　　0.202　　　　　0.281　　　　0. 287　　　　　0.279
0. 139　　　　0. 142　　　　0. 148　　　　0. 151　　　　0. 149
0.166　　　　0.170　　　　0. 178　　　　0. 183　　　　0. 181
42( 46.2)
25( 27.5)
15( 16.5)
5( 5.5)
0( 0.0)
3( 3.3)
1( 1.1)
0( 0.0)
0( 0.0)
0( 0.0)
39( 43.3)
29( 32.2)
10( ll.1)
6( 6.7)
2( 2.2)
3( 3.3)
0( 0.0)
1( 1.1)
0( 0.0)
o( 0.0)
40( 44.4)
27( 30.0)
10( ll.1)
7( 7.8)
3( 3.3)
1( 1.1)
1( 1.1)
0( 0.0)
1( 1.1)
0( 0.0)
37( 40.7)
29( 31.9)
10( ll.0)
8( 8.8)
4( 4.4)
2( 2.2)
0( 0.0)
1( 1.1)
0( 0.0)
o( 0.0)
35( 42.7)
22( 26.8)
10( 12.2)
7( 8.5)
4( 4.9)
2( 2.4)
1( 1.2)
1( 1.2)
0( 0.0)
0( 0.0)
34( 45.3)
19( 25.3)
9( 12.0)
7( 9.3)
1( 1.3)
4( 5.3)
0( 0.0)
1( 1.3)
o( 0.0)
o( 0.0)
37( 44.0)
20( 23.8)
10( ll.9)
ll( 13.1)
2( 2.4)
1( 1.2)
2( 2.4)
1( 1.2)
0( 0.0)
0( 0.0)
91(100.0)　90(100.0)　90(100.0)　91(100.0)　82(100.0)　75(100.0)　84(100.0)
出典:表7の(HE8)式に基づき筆者が計算した.
式)を比較すると,平均値の差はほとんどないが,後者の方が標準偏差,
変動係数ともに大きい｡また分布の範囲をみると,前者は52.0%～96.2%
および56.9%～94.4%,後者は20.8-98.0%および26.7-97.4%の範囲に
分布している｡つまり,不均一一一一分散を仮定した方が分布の散らばりが大き
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くなる｡なお,いずれの結果においてもメディアンが平均よりも大きく分
布が右側に歪んでいる｡相関係数はそれぞれ0.768,0.791である｡これに
対して, Fisher理想指数を用いたケース((HO2) ･ (HE5)式)とウェイ
トなし生産量を用いたケース((HO2U) ･ (HE5U)式)を比較すると分
布の形状に大きな違いは認められず,相関係数も0.902, 0.911と極めて高
い｡上の結果から判断する限り,技術効率性の測定は分散の仮定に大きく
左右されるが,生産量の定義にはあまり依存しない｡
次に,時系列方向の変化を検討しよう｡表15は(HE8)式に基づく測
定結果を各年毎に整理したものである｡なお,参考までに各企業の技術効
率性の測定値を本論文の末尾の付表1に掲げた｡まず平均値は72年まで一
貫して上昇した後, 73年から79年まで一貫して低下している｡期間別にみ
ると70年代後半が最も低く,次いで60年代後半, 70年代前半となってい
る｡また標準偏差と変動係数は71年まで減少し続けた後, 72年から上昇に
転じている｡期間別では70年代後半が最も散らばりが大きく,次いで60年
代後半, 70年代前半となっている｡
同じ傾向は表13の期間別の結果からも確認される｡平均値は66-70年
86.90/0, 71173年94.40/0, 74-79 (75-79)年84.2 (84.1) 0/oであり, 71-
73年が一番大きい｡分布の範囲は66-70年18.6-98.30/0, 71173年45.3-
100%, 74-79 (75-79)年24.6-99.1 (21.7-99.3) %であり,やはり
71-73年が最も狭い｡また標準偏差と変動係数も71-73年が一番小さく,
次いで66-70年, 74-79 (75-79)年となる｡なお,相関係数を66-79年
の結果((HE8)式)との間で計算すると, 66-70年と74-79 (75-79)
年が0.963, 0.962 (0.962)と極めて高いのに対して, 71-73年は0.599で
ある｡つまり, 71-73年に関しては推定期間によって結果が異なる｡
要約すれば,技術効率性は60年代後半から70年代前半にかけて改善し,
企業間の格差も縮小した｡しかし, 70年代半ばを過ぎると再び悪化し,企
業間の格差も拡大した｡
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Ⅴ　結びにかえて
本論文で得られた結果は既に各節の最後に要約して掲げた｡ここでは今
後の課題を1つだけ述べて結論に代えたい｡本論文で測定した生産性と技
術効率性を用いて,紡績会社の退出行動,設備投資･削減行動,および工
場閉鎖の決定因を明らかにする,これが直近の課題である｡ただし,その
際に少なくとも次の2点を考慮すべきであろう｡まず事業多角化と対外直
接投資の影響を考慮する必要がある｡紡績会社は事業の兼営だけでなく,
関連会社･系列会社との資本関係や社長･役員の兼任などの人的関係を通
じて事業の多角化を進めていた｡また一部の会社では海外現地法人の設立
などを通じた生産拠点の海外移転もみられた｡第二に,企業の所有構造に
着目する必要がある｡紡協会員企業の中には大手紡績,大手化繊,または
大手商社の子会社･管理会社が少なからず存在する｡これらの企業の仕入
先･販売先の大半は親会社であり,社長･会長も親会社から派遣されるこ
とが多い｡これらは今後の課題としたい｡
注
I)筆者は既に是永(2004, 2005)において,この時期の紡績業の投入･産出構造,
事業内容,市場構造,そして参入退出および設備投資･削減行動にみられる特徴
を,業界団体資料に基づき明らかにした｡また,是永(2002a, 2002b)では,紡
績業に対する構造調整援助成策の具体的内容と特徴を,先行研究と業界団体資
料･業界新聞に基づき整理･検討した｡
2)代表的なものを挙げれば,後藤(1987), Saxonhouse (1979),関口(1981),
関口･堀内(1984) , TanandShimada (1994) , Peck,LevinandGoto (1987) ,
堀内(1985),堀内(1986),米揮(1978),米揮(1982),山揮(1981),山滞
(1984)がある｡また,業界団体や政策当局が編纂した政策史として,日本紡績
協会(1962,1979,1982),日本羊毛紡績会(1987),通商産業省(1993)があるo
なお,これら先行研究の成果に関しては,是永(2002a, 2002b)を参照してほし
い｡
3) Terasawa and Gates (1994)は,生産物市場における技術効率性(technical
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efficiency)を｢市場の均衡取引量を所与とした時に, (各企業への供給量の配分
が)産業全体の総費用を最小化しているか否か｣ (同, p.47)と定義し,配分効
率性(allocative efficiency)を｢市場の均衡取引量が市場価格と産業全体の限界
費用が一致する水準に到達しているか否か｣胴, p.47)と定義している｡この
うち前者の技術効率件を計測するためには,各企業の費用の水準,裏を返せば,
生産性の水準に関する情報が必要となる｡本論文では,この企業別の生産性を規
模の経済性,外生的技術変化,そして(投入生産活動における)技術効率性など
に要因分解した上でそれぞれ測定する｡
4)　日本紡績協会(紡協)はもともと綿紡績会社を中心とする業界団体であり,こ
の時期はスフ･合繊紡績業も営んでいた｡紡協の業界団体としての機能に関して
は是永(2002a),また,紡協会員企業が紡績業全体に占める位置に関しては是永
(2004)を参照してほしい｡
5)本節の記述は是永(2002a, 2002b, 2004,2005)を加筆修正したものである｡
6)紡績技術･機械の名称･機能に関しては,日本繊維機械学会(1987), Maeda
(1994),および『tj本筋績月報』 (口本紡績協会)掲載の以下の記事を参考にし
た｡
｢技術革新血から見た今後の紡績業｣ 1972年6月号, pp.2-17.
｢わが国紡績業における省力化と高速化の進展状況｣ 1973年2月号, pp.29-
41.
｢構造改善事業による設備近代化と労働生産性について｣ 1974年9月号,
pp.16~30.
｢紡績設備近代化への反省｣ 1981年6月弓一, pp.2-12.
7)なお,ローラーは篠巻(スライバ)を細く牽引(ドラフト)する機構である｡
ベアリングはローラーの高速回転を円滑化し,軸部の摩擦を減少させる｡また,
ペンデュラム･アームはローラーへの加圧をスプリングで調節するウェイテイン
グ･アームの一一種である｡ゴム･エプロンは速度の異なる複数のローラー問でス
ライバを適切に誘導する方式の一つである｡圧力と速度の適切な制御は紡績糸の
むらを減少させる効果がある｡
8)一部の大手紡績は既に戦前から多角化戦略を採用し,非繊維事業に進出してい
た｡
9)資本の使用費用(ck)は田近･油井(2000)にならって次式で計算した｡
ck -揺(p･6-bk/pk)pk
ここでpkは資本財価格, Fib/pkはその変化率, Tは法人税率(国税+地方
税), Zは投資･単位が将来生み出す税務上の減価償却の割引現在価値, pは投資
家の割引率, ∂は経済的減価償却率である｡ pkは精紡機の卸売価格を用いた｡た
だし13k/pkは変動が大きいので1965-79年の年平均変化率とした｡ Tおよびpは
田近･油井(2000)の推計値を用いた｡丁は国税,法人住民税の法人税割りおよ
び事業税の基本税率に基づき, βは利付電電倍の応募者利回りの10カ年異動平均
値である｡ 6はHultqn and Wykoff(1981)の一一般産業機械の値を用いた. Zは
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紡績設備の耐用年数･残価率をもとに定率法による税務上の減価償却率を求め,
投資1単位当りの減価償却額の系列を作成し,これをクで割り引いて求めた｡た
だし,ここでは普通償却のみを考慮し,特別償却制度の影響は無視した｡
10)確率生産フロンティア･モデルに関しては, Greene (1997) , Kumbhakarand
Lovell (2000)およびCoellietal. (2005)を参照せよ｡
ll) Yは租の生産量を用いた｡その稗由は付加価値額が利用できないからである｡
通常,租生産量を用いる場合は生産要素に中間投入財を含めるが,本論文では繊
維原料を生産要素から除外した｡その理由は物量単位で測った紡績糸生産量と繊
維原料の間には極めて強い線型の技術的関係があるからである｡このタイプの生
産関数は水産業や鉱山業のケースにしばしば用いられ,収穫関数(harvest
function)とよばれる.例えば,水産業への応用例としてはEide (2003)およ
びValle,Astorkiza andAstorkiza (2003),石炭業に関してはFine (1990)を
参照のこと｡もし繊維原料とその他の生産要素の間に代替関係がなければ,この
モデルは正当化される｡以下のレオンティフ型生産関数はその一例である｡ここ
でM,,は繊維原料の投入量である｡
lnYlI - minllnM/‥f(lnK〟 ,lnLIl,lnE,I ,I)+V〝 -u,I]
12) slfは生産要素Xの費用シェアであり,ここでは∫,I-E吉/E〟として生産関数の
パラメータの推定値を用いて計算した｡これは生産フロンティア上で費用最小化
が実現している,つまり配分効率性(allocative eLrlCiency)が達成されているこ
とを意味する｡なお, (5)式と(6)式は(1)式の生産関数の定義とDiewert (1976)の
∴次近似の補選(Quadratic Approximation Lemma)を用いれば容易に導出で
きる｡
13) β-
0 FI F2　　F3
FI Fll F12　F13
F2　　F12　F22　F23
F3　　FJ3　F2.3　F33
ここでF-expf(A), Fx -∂F/∂X, Fxz-∂2F/(∂X)(∂Z)である｡また,実際
の検定作業では,第1生産要素をエネルギー(E),第2生産要素を労働(L),
第3生産要素を資本(K)とした｡
14)米川(1991)は彼が長年利用している『紡績事情』の水準の高さについて次の
ように述べている｡ ｢『〔紡績事情:筆者〕参考書』は--･その内容たるや世界の
業界で飛び抜けて詳細情報を業界に提供してきたばかりか,戦前においてはきわ
めて秀れた男子職員を中核として一流大学卒業生を職員として採用し,統計など
の作成に従事してきた｣, ｢同時にうれしいのは,その水準が今なお維持されてい
るということである｡｣ (p.437)
15) 『紡績事情』に関しては利用者向けの解説が存在する(｢紡績統計についての
解説｣ 『日本紡績月報』 1976年8月号, pp.28-45.)｡そこでは調査の目的と方
法,各調査項目の定義と計算式,統計上の定義と実際の内容との相違点,利用の
際の注意点などの解説が得られる｡この解説に基づき,是永(2004, 2005)では
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『紡績事情』の信頼性やデータの連続性に関して検討した｡
16)退出,合併,退会,設備譲渡,会社分割などのイベント･データは『紡績事情
参考書』および『日本紡績月報』から作成した｡詳細は是永(2004)を参照のこ
と｡なお,退出,退会,設備譲渡,一時休業については,その発生以前の年に既
に生産量がゼロになっている場合は,その年にイベントが発生しているとみなし
た｡
17) Theil=Tomqvistデイビジア離散数量指数は,生産量がゼロの製品がある場
合,対数値が定義できないために計算できない｡これに対して, Fisher理想数量
指数は循環性を満たさないものの, Theil=Tornqvistデイビジア離散数量指数と
同様,最良指数(superlative index)の1つである｡ Fisher理想数量指数に対応
する集計関数は二次形式であり,二次形式の集計関数は任意の生産量の一次同次
集計関数の二次近似である(Diewert, 1974, 1976)｡ここではKloek (1967)と
Diewert (1980)が提唱する｢理論的に正しい(theoretically correct)｣ Fisher
理想数量指数を用いた｡この方法は,生産量がゼロ(y/"-0)のケースを端点解
とみなし,価格情報(pJl >0)が利用できる点に着目して価格指数を作成した後,
インプリシット･インデックスとして数量指数を導出する｡
18) C'(-wZ,･(tj.,+wi･cl,,.ここで亮, cL,tはt年の上期･卜期の平均番手, Wま,
W,(,はウェイトであり,純綿糸生産量をyj", y/I,とすれば, wf-yて′/(yj,,+y,ll),
W.～-y/,,/(yl,+最)である｡なお, cHが一方の期しか利用できない場合は,もう
一方の期の値を用い,両方とも利用できない場合はt年の産業全体の平均を用い
た｡
19)純綿糸･混紡綿糸以外はいずれも純糸と混紡糸の合計である｡
20)純綿糸は65年の20･30･40番手純綿糸の価格を物価指数で延長した｡)ただ
し, 75年以降は番手別の物価指数が利用できないため, ｢綿糸｣の物価指数を用
いた｡スフ糸はスフ糸2品日の65年価格の単純平均を物価指数で延長した｡毛糸
価格は椀毛糸2品臼の価格の単純平均と紡毛糸の価格をそれぞれの物価指数で延
長した後に両者を単純平均した｡
21)卸売物価統計の調査品目は60年代半ば以降の合成繊維製品の急速な拡大を十分
にカバーしていない｡
22)工業統計の品目のうち｢純綿糸(落綿糸を含む) ｣, ｢純ビニロン紡績糸｣と｢混
紡ビニロン紡績糸｣の合計, ｢純ポリエステル紡績糸｣と｢混紡ポリエステル紡
績糸｣の合計, ｢純アクリル紡強糸｣と｢混紡アクリル紡績糸｣の合計の4品目
について,出荷額を出荷量で割ったものを出荷価格とし,これを｢純綿糸(落綿
糸を含む)｣に対する相対価格に換算した｡なお,工業統計表の出荷額には流通
マージン等が含まれているという問題があるが,出荷価格に占める流通マージン
の割合が全ての製品で同じであると仮定すれば,この影響は無視できる｡
23)運転可能錘数とは　一連のT二程が整っており,直ちに運転できる状態にある精紡
機の錘数である｡ 『紡績事情』からは半年毎の期末値が利用できるため,ここで
は加重平均をとって, t年の運転可能錘数をK, - 1/4･K,LJ+1/2･K,j+1/4lK,I
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として計算したo Kll_.はt-1年の下期, Kt/とK,)は七年の上期と下期の運転可能
錘数である｡
24)ただし,上期･下期ともに稼働率が利用できない企業はサンプルから除いた｡
25)従業員数とは｢直接部門｣ (製造部門)または｢間接部門｣ (補助管理部門)に
従事する工員および職員の男女合計である｡年によって｢在籍人員｣, ｢従業員｣
など,名称が若干異なる場合があるが,ここでは同じ項目とみなした｡従業員数
についても,脚注23･24と同じ方法で加重平均値を計算し,稼働率を用いてフ
ローに換算した｡
26)この他に合併,設備譲受,または会社分割などのイベントの経験を示すダミー
を用いたが,いずれも有意ではなかった｡なお, 『紡績事情』は非繊維事業の内
容や,関係会社･系列会社の有無は調査しておらず,これらの影響を考察するに
は不十分である｡
27)脚注23と同じ方法で加重平均値を求めた後に対数値に変換し,全サンプルの幾
何平均値(の対数値)からの差をとった｡
28)女性従業員数と従業員数合計について,上期末値と下期末値の単純平均をそれ
ぞれ計算し,前者を後者で割った｡
29)オープン･エンド紡績機は従来の紡績機と比較して2倍以上の生産性を誇った
といわれる｡ただし,細番手の糸の紡出に限界があったため,さほど普及したわ
けではなかった｡
30)詳細は是永(2004, 2005)を参照してほしい｡資料の制約上,操業開始の年と
紡協に入会した年を区別することができなかった｡従って,参入時期ダミーと年
齢の解釈には注意を要する｡また,戦前から紡績業を営む十大紡の年齢を計算す
るためには別途,戦前の紡績関連資料の整理が必要となる｡ここではその作業は
断念し,年齢を用いる場合は十大紡をサンプルから除いて推定した｡
31)繊維事業ダミーの定義に関しては,表4の備考を参照のこと｡
32)オープン･エンド精紡機のデータは1969年末以降しか利用できないため,最新
設備ダミーを用いる場合は推定期間を1970-79年に短縮した｡
33)幾つかの理論研究では,産業の衰退過程において生産設備の可分性が企業の退
出の順序や市場シェアに影響を与えることが示されているo　例えば, Ghemawat
andNalebufr (1985, 1990)およびWbinston (1988)を参照せよ｡
34)収束計算の際は通常最小二乗法の推定値を初期値とした｡
35)収束計算の際は通常最小二乗法の推定値を初期値とした｡収束しない場合は均
一分散付き確率生産フロンティアの推定値を初期値とした｡
36)いずれの指標も各年の幾何平均値で評価した｡ここでは表7のうち,後述の変
数の取捨選択により最終的に選ばれた(HE8)式に基づく計算結果のみを掲げ
た｡
37)生産弾力性の変化は要素集約度の変化だけでなく,要素相対価格の変化によっ
て生じた要素投入比率の変化の影響も受ける｡要素集約度それ自体の変化を観察
する方法の一つは,要素投入量を固定した上で技術的限界代替率(MRS)の局所
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的な変化を計測することである｡このうち,全サンプルの幾何平均値で評価した
MRSの変化は,生産フロンティアの推定パラメータから直接計算できる｡今,
要素投入量の全サンプルの幾何平均値を万, tおよび百とすれば, MRSは次式
で示される｡
MRS - I(∂Y/∂X)/(∂Y/∂Z)i(K,∫,.E)I(i.7:,育)
- (Z/X-). L(∂ln Y/∂lnX)/(∂ln Y/∂lnZ)L(KH､=仔,T,首､
- (i/i) I I(EX/EZ)hKJ..i,=.万,方,育) (forX, Z-K, L, E, X ≠Z)
となる｡ IEXJ(K,(..E)=(汁,育)-Px +Px,･t+(1/2)･Px"･t2であり, (Z/i)は一定であ
ることに注意すれば, MRSは生産要素の一次の項の係数の比率に比例する｡表
7によれば, MRSは生産弾力性とほぼ同じ傾向を示している｡
38)規模の不経済は規つかの先行研究でも確認されている(表5)｡ただし,ここ
で得られた結果は生産フロンティアの仮定に起因する可能性も考えられる｡本論
文では繊維原料を生産要素から除いた｡また,データの利用制約により,精紡機
以外の生産設備や土地も生産要素に含まれていない｡
39) Fisher理想数量指数を用いた(HEl) ～ (HE3)式とウェイトなし生産量を
用いた(HEIU) ～ (HE3U)式を比較すると,生産関数パラメータの一部,合
成繊維比率,撚糸ダミーおよび加工ダミーの結果は異なるものの,その他の企業
属性に関してはほぼ同様の結果が得られている｡更に,石油危機の一時的影響が
予想されるため, 74年を除いた推定も試みた｡表7には(HE3) ･ (HEIO)式に
対応する(HE3') ･ (HEIO')式の結果のみを掲げたが,生産フロンティアのパラ
メータの一部と資本労働比率を除いて,ほぼ同じ結論が得られている｡
40)なお, (HE6)式では生産フロンティアの形状や,その他の企業属性に関して
は,他の推定式とほぼ同じ結果が得られている｡これは本論文で得られた結果が
大手紡績の特徴を大きく反映しているわけではないことを示唆している｡
41) 47-49年は連合軍総司令部の設備制限が実施されていた時期であり,紡績会社
は操業許可が必要であった｡また, 1950-54年は設備制限が撤廃され,朝鮮戦争
景気を背景に多数の紡績会社が一斉に操業を開始した時期である｡ここで得られ
た結果は,この時期に参入した企業は平均的にみて技術効率性が低いことを示し
ている｡
42)時期区分は以下の点を考慮して定めた｡まず, 73年と74年の間で分割した主な
理由は, (1)第一一次石油危機の発生により価格体系の急激な変化が生じたこと, (2)
構造調整援助政策の枠組みと性質が大きく変化したこと, (3)企業の参入･退出,
設備増減の面で大きな基調の変化が確認されたこと,の3点である｡また, 70年
と71年の間で分割した主な理由は, (I)運転可能な設備は70年まで増加基調にあっ
たが, 71年以降,急速に鈍化しており,やはり基調の変化が確認されること, (2)
設備増設規制の要であった設備登録制が70年6月に廃lLされたこと,の2点であ
る｡詳細は是永(2004, 2005)を参照してほしい｡なお,石油危機の一時的な影
響が予想されるため, 75-79年の推定も行なった｡
43) (1)式の第3項から第5項までを以下のように変更した｡
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+ (∑TPKTDT )1nK,I + (∑,βLTDT )lnL,, + (∑TPETD, )lnEL,
ここでか丁は丁年に1,その他の年に0をとるダミー変数である｡この仮定は
2次のタイム･トレンドよりも制約が弱い｡
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付表1　技術効率性の測定結果
番号　企業名　　6*6　67　68　69　70　71 72　73　74　75　76　77　78　79　　　イベントおよび備考
0.968　0.965　0.964　0.962　0.960　0.964　0.964　0.960　0.959　0.957　0.955　0.953　0.937　0.941 69年｢ユニチカ｣に改称
n.a.(1) 0.966　0.966　0.964　0.962　0.966　0.965　0.967　0.962　0.961 0.958　0.955　0.956　0.959　66年合併受入
0.960　0.968　0.969　0.968　0.966　0.964　0,963　0.962　0,962　0.965　0.963　0.947　0.944　0.939
0.961　0.963　0.961　0.955　0.957　0.959　0.960　0.964　0.960　0.957　0.962　0.964　0.963　0.961
0.959　0.958　0.957　0.954　0.948　0.947　0.947　0.949　0.950　0.955　0.949　0.947　0.950　0.951
0.950　0.950　0.950　0.947　n,a.･Ll) 0.950　0.948　0.945　0.951 0.949　0.938　0.943　0.944　0.940　70年合併受入, 77年｢カネボウ｣に改称
0.961 0.961 0.961 0.956　0.954　0.952　0.949　0.947　0.948　n.a.し1) 0.935　0.919　0.922　0.931 75年合併受入
0.958　0.947　0.948　0.954　0.951　0.954　0.954　0.953　0.953　0.959　0.956　0.954　0.956　0.960
n.a.し.1) 0.959　0.960　0.942　n.a.r:1) 0.944　0.941 0.941 0.941 0.949　0.947　0.948　0.933　0.942　66年会社分離, 70年合併受入
0.943　n.aJ4) n.a.(1) 0.933　0.927　0.936　0.932　0.935　0.940　0.950　0.947　0.939　0.938　0.939　68年合併受入, 67年｢豊田紡織｣に改称
0.948　0.949　0.948　0.927　0.918　0.909　0.914　0.924　0.915　0.928　0.926　0.929　0.920　0.912
0.882　0.869　0.857　0.848　0.870　0.891 0.892　0.893　0.884　0.877　0.892　0.877　0.887　0.887　82年退出
0.953　0.956　0.958　0.954　0.952　0.947　0.948　0.937　0.938　0.932　0.936　0.925　0.918　0.920
0.943　0.937　0.935　0.916　0.912　0.913　0.926　0.906　0.918　0.926　0.910　0.908　0.910　0.919
0.945　0.945　0.955　0.954　0.950　0.952　0.951　0,926　0.928　0.888　0.918　0.931　0.939　0.947
0.872　0.871　0.870　0.863　0.860　0,901　0.903　0.907　0.877　0.882　0.880　0.880　0.885　0.901
0.844　0.826　0.836　0.861 0.677　0.728　0.794　0.749　0.825　0.929　n.a.(4]
0.946　0.969　0.972　0.971　0.972　0.974　0.973　0.975　0.972　0.978　0.978
0.945　0.946　0.951　0.951　0.953　0.955　0.955　0.961　0.955　0.963　0.963
0.959　0.953　0.956　0.959　0.962　0.960　0.956　0.955　0.946　0.947　0.953
0.917　0.900　0.911　0.904　0.865　0.901　0.877　0.903　0.865　0.876　0.885
0.927　0.942　0.954　0.947　0.948　0.949　0.935　0.938　0.952　0.947　0.953
0.867　0.900　0.890　0.916　0.913　0.857　0.882　0.883　0.889　0.908　0.863
0.902　0.877　0.863　0.808　0.735　0.748　0.831　0.793　0.800　0.804　0.697
0.943　0.944　0.942　0.946　0.941　0.936　0.927　0.925　0.933　0.927　0.924
0.853　0.863
0.922　0.941
0.942　0.946
0.878　0.854
0.709　0.701
0.784　0.811
0.935　0.919
0.810　0.807
0.957　0.956
0.782　0.766
77年退出
0.972　68年｢オーミケンシ｣
0.907　70年｢ミマスボー｣, 71年｢ミマス｣に改称
68年合併により消滅
0.820　0.685
m.a.(1) 0.816　78年会社分#
0.843　0.753　81年退出, 67年｢サイボー｣に改称
0.817　0.739
0.942　0,938
70年合併により消滅
84年｢サンランド｣に改称
78年退出
??????????????????????????
????????????????????????????????????? ???? ?? ??? ????
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付表1 (続き1)
69　　　70　　　71　　72　　　73　　　74　　　75　　　76　　　77　　　78　　　79
イベントおよび備考
0. 646
0.686　0.638　0.627　0.628　0.732
0.870　0.856　0.886　0.920　0.922
0.814　0.842　0.885　0.869　0.906
0.896　0.902　0.905　0.901　0.774
0.922　0.920　0.915　0.910　0.909
0.870　0.904　0.935　0.915　0.916
0.921 0.887　0.854　0.875　0.899　n.a.(4) 0.781 0.73
0.933　0.923　0.906　0.921　0.920　0.921　0.923　0.89
0.868　0.865　0.843　0.805　0.792　0.790　0.769　0.85
0.847　0.895　0.933　n.a.(4) 0.952　0.949　0.954　0.95
0.718　0.764　0.897　0.937　0.875　0.863　0.840　0.78
0.778　0.817　0.775　0.721　0.740　0.852　0.855　0.88
0.739　0.779　0.816　0.857　0.814　0.882　0.895　0.86
0.757　0.786　0.774　0.777　0.763　0.750　0.718　0.84
0.895　0.809　0.813　0.866　0.855　0.868　0.873　0.78
0.840　0.828　0.820　0.831　0.825　0.831　0.828　0.82
3　0.690　0.715　0.658
6　0.872　0.868　0.923
8　0.892　0.882　0.779
2　0.869　0.747　0.835
1　0.922　0.922　0.928
67年退会
71年一時停止
0.737　0.733　0.654　0.650　0.661 0.643　85年｢トスコ｣に改称
.910　0.913　0.895
0.796　n,a.(3) n.aJ31
0.955　0.940　0.939　0.923
0.779　0.772　 .79
.867　0.840　0.809
0.679　0.669　0.619
0.862　 .87 　0.881
0.86 　0.899　0.872
0.880　0.874　0.797
0.717　0.838　0.832　0.755
0.787　0.826　0.840　0.836　0.851　0.817　0.839　0.894
0.876　0.867　0.884　0.924　0.895　0.855　0.842　0.768　0.829　0.794　0.790
0.925　0.912　0.925　0.925　0.932　0.919　0.922　0.937　0.907　0.880　0.870　0.896　0.884　0.897
0.734　0.685　0.701 0.670　n.a.(4) 0.776　0.891 0.830　0.692　0.709
0.788　0.839　0.829　0.856　0.801　0.805　0.749　0.616　0.636　0.662　0.582　0.618　0.705
77年退会
77年退出
78年退出, 71年｢久保惣｣に改称
70年退会
74年合併により消滅
77年退出
77年退出
67年退会
67年退会
72年退出
80年退出
67年退会
0.640　0.590　0.698　0.634　0.581 0.585　0.625　0.536　0.499　0.537　0.471 0.448　0.386　83年退出
0.836　0.748　0.798　0.838　0.829　0.890　0.869　0.868　0.865　0.895　0.897　0.913　0.897　70年｢メイポー｣に改称
0.909　0.880　0.852　n.a.(2) 0.872　0.856　0.806　0.777　0.724　0.691 0.717　0.778　0.820　70年一時停止,同年再開
0.898　0.904　0.891 0.940　0.930　0.945　0.951 0.944　0.953　0.936　0.922　n.aJl/1　　　　　　　77年会社分軌こより消滅,72年｢綾羽工業｣に改称
0.688　0.651 0.777　0.762　0.777　0.792　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　72年退出, 68年｢自方興業｣に改称
0.877　0.891 0.890　0.890　0.884　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　71年退出
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付表1 (続き2)
番号　　　　企業名
午
66　　　67　　　68　　　69　　　70 72　　　73　　　74　　　75　　　76　　　77　　　78　　　79
0.775　0.766　0.769　0.843　0.803
0.886　0.889　0,890　0.871　0.911
0.927　0.887　m.a::4) 0.946　0.938
0.813　0.823　0.845　0.822　0.831
0.888　0.910　0.910　0.904　0.922
0.855　0.871　0.875　0.862　0.849
0. 806
0. 820
0, 808
0. 820
0. 762
0. 890
0. 945
0. 870
0. 682
0.513
0.915
0.917
0. 306
0. 704
0.514
0. 938
0.935　0.927　0.925　0.897
イベントおよび備考
71年退出
77年退出
74年合併により消滅
0.922　0.894　0.920　0.916　0.919　0.918　0.919
0.929　0.927　0.918　0.926　0.928　0.930　0.926
0.87 　0.830　0.835　0.851　0.800　0.817　0.837
0.848　0.932　0.852　0.877　0.628　67年退会, 74年入会
3
2　n.aJ2: 0.459
5　n.a.(2) n.a.(2)
8　0.795　0.669
1　0.826　0.813
4　0.940　0.944
8　0.849　0,888
0.532　0.60
0 640　0.61
0.735　0.76
0.873　0.83
0.954　0.95
0.856　0.88
73年退出, 73年｢金森｣に改称
0.526　0.541 0.573　73年一時停止,同年再開. 82年退出
73年一時停止, 74年再開, 77年退出
0. 832　　　　　　　　78年退出
0.799　0,820　0.867　82年退出
0.945　0.948　0.952
0. 925　　　　　　　　78年退出
69年退出
75年合併により消滅
77年退出
77年退出, 70年｢ヒロボ-｣に改称
69年退会
0.647　0.731　0.677　0.688　0.630　0.567　0.530　0.691　0.694　0.703
0.331 0.704　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　72年退出
67年退会
0.945　0.944　0.946　0.936　0.939　0.943　0.948　0.959　0.960　0.963
0.849　0.832　0.787　0.496　0.411　0.380　0.473　0.441　0.406　0.379
0.927　0.934　0.943　0,941 0.941 0.835　0.946　0.916　0.927　0.898　81年退出
0.754　0.803　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　72年退出
0. 864　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　71年退会
ma(2) n.a.(2) 0.606　0.495　0.702　0.870　0.764　0.824　　　　　　　　70年　一時停止, 71年再開, 78年退出
0.598　0.633　0.634　0.702　0.530　0.505　0.486　0.599　0.638　0.656
0.643　0.745　0.699　0.717　0.692　0.642　0.516　0.398　0.442　0.453　70年｢スギ-｣に改称
0.895　0.827　0.806　0.679　0.819　0.877　0.881 0.882　0.867　0.834　83年退出
0.851 0.913　0.911　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　73年退出
0.783　0.799　0.803　0.786　0.770　0.801 0.858　0.883　0.889　0.857　82年退出
0.898　0.848　0.851　0.874　0.889　0.908　0.921　0.928　0.924　0.903
0.764　0.751　0.736　0.750　0.809　0.943　0.954　0.968　0.960　0.942
??????????????????????????????
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付表1 (続き3)
番号　企業名　　6: 67　68　69　7. 71 72　73　74　75　76　77　78　7｡　　イベントおよび備考
日綿繊維工業
石川紡績
福田紡績
福山紡績
ミヤコ紡織
吉田工業
大和川紡績
0.889　0.874　0.877　0.917　0.890　0.858
0.823　0.794　0.689　0.789　0.857　0.858　0.920　0.928　0
0.837　0.901　0.937　0.907　0.933　0.936　0.954　0.958　0
0.891　0.934　0.956　0.958　0.956　0.952　0.948　0.954　0
0.461　0.483　0.476　0.448　0.393　0.396　0.375　0.381　0
0.872　0.922　0.892　0.947　0.951　0.899　0.825　0.937　0
0.963　0.953
帝国撚妹織物　　　　0. 937
日本化学工業
窯良紡績
大野紡績
近泉合繊
日東紡織
ユニエイス
北野繊維
作手
南九州繊維工業
革津紡績
湖西紡績
北浦織布
ナイガイテキスタイル
シンジテキスタイル
72年退出
0.916　0.862　0,891　0.872　0.873
0.9 2　0.964　n.a.(1) n.a.(4) 0.894　77年会社分乾
0.955　0.957　0.959　0.963　0.962　67年｢裕豊紡績｣に改称
0.198　0.202　0.281 0.287　0.279　74年｢ミヤコ｣に改称
0.819　0.763　0.785 n.a.'4:･ n.aJ41) 82年退出
68年退出
67年退出
0.924　0.904　0.921　0.902　0.907　0.911 0.892　0.909　0.913　0.927　0.928　0.911 0.917　0.934
0.921 0.930　0.923　0.908　0.912　0.888　0.938　0.930　0.871 0.825　0.778　0.662　0.719　0.725　81年退出
0.950　0.929　0.926　0.933　0.936　0.923　0.938　0.936　0.924　0.905　0.912　0.931 0_918　0.932　82年退会
n.a.(2) n.a.(2:･ 0.906　0.941 0.891 n.a.(4) 0.848　0.645　0.654　0.641 0.523　0.526　0.478　0.676　66年一一時停IL　67年再開
0.638　0.661　0.572 66年会社分離により誕生, 70年合併により消滅
0.946　0.944　0.925　0.904　0.909　74年合併により誕生
0.880　0.764　0.733　0.677　75年入会
n.a.141 0.756　77年会社分離により誕生
n.aJ41 0.618　77年会社分離により誕生
n.a.T41 0.914　77年会社分離により誕生, 83年退出
n.a.こ4) 0.860　77年会社分離により誕生
0.914　66年退会. 78年入会
0.868　78年会社分離により誕生
0.893　78年入社
出典:表7の(HE8)式に基づき筆者が計算した｡
備考: n.a.(1)は合併受入･会社分離, n.a.(2)は操業の一時中断･再開が発生したためサンプルから除外した｡ n.a.(3)は退出以前に生産量がゼロとなっ
たため, n.a.(4)はデータが一部利用できないためサンプルから除外した｡
??? ??????????】???????????????????????????????????
?????????????????????
